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序 

 
 
建物の省エネルギー推進は，「改善・改修・更新」といった“ハード面”と「ブラインドの活用・不

要照明の消灯」などの“ソフト面”とに分けられます。 

これらは数々の“手法”として紹介されていますが，理論計算や推定試算による省エネ効果予測を

紹介した事例がほとんどです。 

 建物の現場では，設備システムの運用時に予測されない事象や要因が内在し，「計算や試算とは異な

った状況」となりがちです。建物の管理者は，この“異なった状況での実績”が大変参考になります。 

 本ガイドブックは，実際に省エネルギーを実行する時の手引きとなる資料を目指して，「実績に基づ

く実例」をもとにまとめたものです。 

 本文中に説明してありますが，多くの省エネルギー手法の中で，運用管理の現場での改善や改修で

効果を上げる手法（省エネチューニングと呼びます）を紹介します。 

 また，このガイドブックは，省エネチューニングを実行する全体像をご理解いただけるよう配慮し

てあり，内容は，どの章からでも参考となるよう，次の５章で構成しました。 
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第１章 省エネチューニングの概要 

はじめに 

 この十数年来の，システム化，省力化，高度化，多様化した建物では，自動制御をはじめその運転

管理での設定，調整が，エネルギー使用や室内環境に大きな影響を与えるようになってきており、チ

ューニング（および運転管理オペレーション）による対応の有無，適否は省エネ推進の点でも重要な

課題となっています。また，設計スペックおよび竣工時の初期設定と現在の負荷やニーズのズレ，経

年による設備能力の低下やシステムバランスの崩れによるエネルギー損失是正にも，本ガイドブック

で試みるチューニング手法による省エネは極めて有効と判断されます。 

今日，建物の現況と運転管理状況をまとめると，次のようになります。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
  

 
 

１．１ 省エネチューニングとは 

 設備のチューニングとは何でしょうか？そして，今なぜチューニングなのでしょうか？ 

建物は竣工時、試運転調整がおこなわれ施主に引き渡されますが、このときの調整は設計条件に

よるピーク負荷を想定したもので設定されています。多くの建物では竣工時の調整のままで運転され

ているのではないでしょうか。言い換えれば《おまかせ調整》による運転です。 
 建物のもつ特性は個々により違っています。これらの特性は竣工後、運用管理され使い込まれてい

るうちに徐々に明らかになってきます。またテナントなどの要求事項も年々変化します。実際の使用

人員、OA 機器による室内発熱など現実のビルの特性を把握することにより、無駄のない調整・運転

が見えてきます。建物の特性を把握し、これに合わせて自分たちに使いやすいように設備機器・シス

テムを《自前（じまえ）調整》することが必要です。 
省エネを主体とした自前調整「省エネチューニング」が建物の運用・管理に求められています。 
 

「省エネチューニング」は，建物の運用実情を最も知っている管理者が主体となって実施する重要

な省エネ推進活動で，建物の負荷（エネルギー消費）特性や建築設備の使用や運用状況等に基づき，

省エネ運転を実現する過程であるといえます。                              

・設備スペックの時代的特徴，変遷 

・建物の大規模化・高度化・システム化 

・設備のメンテナンスフリー化，省力化 

・メンテナンス（保守）からオペレーション（運用）へ 

・ニーズ多様化による竣工・引渡時の使用勝手のズレ

・設備の経年劣化，機能低下や用途，間仕切り変更等

による，初期（現状）設定のズレ 

・設備の多様化，運転目的の多様化 

建物の現況 

建物の運転管理状況 
・建物運営に携わる関係者の多様化 

・エネルギー管理，権限，実務，助言者の曖昧さと非協

働性 

・経営，運営，運転管理，保全の各面で，ＰＤＣＡ

（Plan,Do,Check,Action,）サイクルの不整合 

・建築設備システムの多様さ，高度化・大規模化・多用

途化 

・設備の自動化・省力化等によるＯＪＴ（on the job 

training）機会の減少 

・ＢＡＳ（Building Automation System）・ＢＥＭＳ（Building 

Energy Management System）等の普及，広域管理・遠隔

監視等の広がり 

・設備運転管理仕様等、現状システムとのズレ 

・設備運転管理者の発言力および改善提案の不足 
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１．２ 省エネチューニングの意義 

建物の省エネルギー化の推進には，建物設備のライフサイクル視点でのハード見直しと，運用オペ

レーションという視点でのソフト見直しとの両面が必要となります。「省エネチューニング」は，建物

を最も知っている現場の運用管理者が，その実務の中心となるので，すぐにでもできる活動であり，

現場の知見やノウハウを充分に活用することができる，最も効果的な省エネルギー活動といえます。 

（図 1.2.1,図 1.2.2） 

 
 
１．３ 省エネチューニングの進め方 

 建物の省エネは，エネルギー管理組織の体制づくりから始まり，エネルギーの使用状況を把握・評

価し，改善目標を設定し改善活動を実施し，その効果を確認する流れで実施されます。この省エネル

ギー活動は，建物の事業者の責任で推進され継続的に活動することが求められています。 

これらの活動の中で，「省エネチューニング」は現場を主体にして運用改善や設備の見直しを行うこと

で省エネルギー化を実現する改善活動と位置づけられます。 

省エネチューニングを進めるにあたり，当該建物のエネルギー消費量の実態把握が重要です。（財）省

エネルギーセンターで開発した「原単位管理ツール」を利用することで，対象となる建物の特性を知

るのと同時に，これから実施しようとするチューニングに極めて強力な手段になります。省エネチュ

ーニングは，その活動の手順やステップにこだわることなく，採用可能なチューニング項目を本ガイ

ドブックの事例集の中から選定し，実行して効果を上げていくことが大切です。 

 
 省エネチューニングとは 

現実の「建物の使われ方の変化にあわせた調整」によって建物の省エネルギーを推進すること 

建物の使われ方の変化 

 設計条件と使用条件の違い 

 竣工時と現状の入居率など使用状況の違い 

 機器類選定条件と使用条件の違い 

 負荷変動の違い 

これらを把握した上，現場

できめ細かな運用調整を

行う 

省エネルギー活動フロー 

エネルギー 

管理組織 

体制づくり

エネルギー 

使用状況の 

把握・評価 

改善目標の

設定 

改善活動 

改善効果確認

ステップ・アップ

図 1.2.1 ビルの省エネルギー推進 図 1.2.2 省エネルギー活動フロー 

ビルの省エネルギー推進

○Ａオペレーション

プロセスソフト

○Ｂライフサイクル再生産

プロセスハード

省エネルギー推進

・ビルの省エネには，いくつものアプローチの仕方がある

・○Ｂ軸のハード面では，ＥＳＣＯ等の新しいビジネスモデルがある。

ビルの省エネルギー推進

○Ａオペレーション

プロセスソフト

○Ｂライフサイクル再生産

プロセスハード

省エネルギー推進

・ビルの省エネには，いくつものアプローチの仕方がある

・○Ｂ軸のハード面では，ＥＳＣＯ等の新しいビジネスモデルがある。
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建物の省エネルギーを推進するためには，エネルギー管理組織を構築し， 

① エネルギー管理目標の設定（Plan）， 

② 省エネルギー対策の実施 （Do）， 

③ 省エネルギー効果の検証 （Check）， 

④ 計画の見直し      （Action）， 

を継続的に実施すること，すなわち、図 1.2.3に示す PDCA サイクルを回すことが重要です。そのため

には，エネルギー消費量の実績を管理しエネルギー消費実態や設備システムの運用実態を十分に把握

しておくことが不可欠となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.2.3 PDCA サイクル 

Plan

・ 実施方針の決定

・ エネルギー消費量の実態把握

・ チューニング項目の選定

Do

計画プログラムの策定

・ 実施体制・スケジュール

・ 実施前測定

・ 効果予想

改善実施

・チューニング
実施

Action

・ 運転管理マニュアルの改定

・ 管理標準の見直し

Check

効果検討

・ 実施後測定

・ 省エネ量確認

Plan

・ 実施方針の決定

・ エネルギー消費量の実態把握

・ チューニング項目の選定

Plan

・ 実施方針の決定

・ エネルギー消費量の実態把握

・ チューニング項目の選定

Do

計画プログラムの策定

・ 実施体制・スケジュール

・ 実施前測定

・ 効果予想

改善実施

・チューニング
実施

Do

計画プログラムの策定

・ 実施体制・スケジュール

・ 実施前測定

・ 効果予想

改善実施

・チューニング
実施

Action

・ 運転管理マニュアルの改定

・ 管理標準の見直し

Action

・ 運転管理マニュアルの改定

・ 管理標準の見直し

Check

効果検討

・ 実施後測定

・ 省エネ量確認

Check

効果検討

・ 実施後測定

・ 省エネ量確認



 
 
 
 

第２章 エネルギー管理と省エネチューニング 

 

 

２．１ エネルギー消費量の実績管理・実態把握の重要性 

２．２ エネルギー消費量の把握方法 

２．３ 建物の総エネルギー消費量の把握 
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第２章 エネルギー管理と省エネチューニング 

２．１ エネルギー消費量の実績管理・実態把握の重要性 

  建物の運用において，エネルギー消費量の実績管理を行うことは，エネルギー消費上の目標を設定

し，省エネルギー対策の実施効果を検証するために重要です。 
エネルギー消費量の実績管理・実態把握においては，受け入れるエネルギー源や使用用途の区分に

応じて，できる限り詳細かつ正確に実績を管理・把握しておくことが有効です。 
 

２．２ エネルギー消費量の把握方法 

（1）使用するエネルギーの種類 

 エネルギー消費量の把握方法として最も基本的なものは，受け入れるエネルギーの種類毎の実績把

握です。 
 一般に建物が受け入れるエネルギー源は，電力・ガス（都市ガス・LPG など）・油（重油・灯油な

ど）・地域熱源（冷水・温水・蒸気など）があります。自身の建物のエネルギー消費量の把握に先立ち，

受け入れエネルギー源種別について把握しておくことが必要です。 
（2）一次エネルギー消費量への換算 

 石油・石炭・天然ガスなど原料としての化石燃料，ウランなどの原子力燃料，水力・太陽・風力な

ど自然から得られるエネルギーを，「一次エネルギー」といい，これらを変換・加工・精製して得られ

るエネルギーを「二次エネルギー」といいます。建物で使用されるエネルギーの多くは二次エネルギ

ーです。二次エネルギーは，その生成過程によって同じエネルギー量を得るために使用される一次エ

ネルギー量がそれぞれ異なっています。建物で使用される二次エネルギー消費量はそれを生成するた

めに使用された一次エネルギー消費量に換算して評価することが一般に行われています。 
二次エネルギー消費量の一次エネルギー消費量換算値（一般ビル用）の表が巻末にありますので，

参考にしてください。（付表―１） 

 

２．３ 建物の総エネルギー消費量の把握 

(1)エネルギー種類別エネルギー消費量 

 建物におけるエネルギー利用においては，建物毎の事情によって受け入れるエネルギー源が異なっ

ており，多くの場合複数のエネルギー源が組み合わされて使用されています。建物のエネルギー消費

量の管理や把握に際しては，まず総エネルギー消費量を対象にするのが基本となります。電力・ガス・

油・地域熱源といった個々のエネルギー源は，それぞれ［kWh］［N ㎥］［L］［MJ］など異なった計

量単位で取引されますが，それらを一次エネルギー消費量へ換算することにより同じ単位のエネルギ

ー消費量の合算として建物の総エネルギー消費量を求めることができます。 
 図 2.3.1に，ある建物で使用した各エネルギーの一次エネルギー換算値を合計した総一次エネルギ

ー消費量を，それぞれのエネルギー種類別比率として表した例をグラフで示します。このような実績

把握によって，総エネルギー消費量の大きさと共にエネルギー種類別の比率についても把握すること

ができ，省エネチューニングによる削減対象として取り組むべきエネルギー源の選択や削減効果が全

体に与える影響の推定などに活用することが可能となります。                      

 
(2)消費先別エネルギー消費量 

 総エネルギー消費量を把握することは，需要側の視点から見てどんな消費先にどれだけエネルギー
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が使われているか，すなわち消費先別のネルギー消費量を把握することが重要です。（図 2.3.2） 

総エネルギー消費量の消費先別内訳を把握することによって，エネルギー消費量の大きい用途やそ

れに関わる設備機器を特定することができ，省エネチューニングを優先的に行うべき対象について当

たりをつけることが可能となります。しかし，消費先区分とエネルギー供給系統が一般に一致してい

ないため，的確な把握が困難です。したがって，現実的には「消費先別エネルギー消費量」ではなく，

「系統別エネルギー消費量」を把握する方がよい場合もあります。 
系統別エネルギー消費量を把握する場合は，各系統にどのような消費先があるかを系統図などで十

分に理解した上で結果を解釈する必要があります。なお，消費先別エネルギー消費量を把握すること

において，計量されていないエネルギー量を部分的な期間計量を行うことによって推定することも有

効な手段であり，計画的に実施しておきたい取り組みとなります。 
 

 

 

 

 

 

 

(3)エネルギー消費原単位の管理 

 建物で使用される総エネルギー消費量の実績値を管理・把握することは，省エネルギーを目指した

エネルギー管理の基礎となりますが総エネルギー消費量による管理や把握だけでは，実績値を比較評

価する上で次のような点が不十分となります。 
① 過去の実績値との比較において，気象条件や運用条件の違いといった変動要素を加味して評価

することができない。 
② 実績値の大小を他の建物と単純に比較評価することができない。 

 したがってこれらの点への対応として，建物のエネルギー管理の分野では「エネルギー消費原単位」

の管理が求められています。ここでエネルギー消費原単位とは，変動要素を加味した評価や他の建物

との比較評価を可能とするために，総エネルギー消費量を生産数量又は建物床面積その他のエネルギ

ーの使用量と密接な関係を持つ値で除したエネルギー消費量の単位量のことといえます。このエネル 
ギー消費原単位に関して，エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく工場又は事業場における

判断基準では，中長期的にみて年平均１パーセント以上低減させることを目標とすることが経済産業

省告示において定められています。 

電力 
75.0% 

ガス 
16.2% 

油 
8.8% 

総一次エネ 
ルギー消費量 

122,943 
GJ/ 年 

（ H16 年度） 

図 2.3.2 総一次エネルギー消費量に

おける消費先別比率グラフ例 

熱源機器
25.9%

熱源補機
5.2%

水搬送
2.6%

空調
9.4%換気

5.0%

照明
29.3%

コンセント
13.1%

給排水
0.8%

0.8%

昇降機
2.8%

その他
5.1%

総一次エネ
ルギー消費量

122,943
GJ/年

（H16年度）

給湯

図2.3.1総一次エネルギー消費量におけるエネル

ギー種類別比率グラフ例（事務所ビルを想定） 
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 業務建物におけるこのエネルギー消費原単位については，原則として個々の建物の事情に合わせて

適宜設定してよいこととなっていますが，一般的には，延床面積原単位が利用されています。 
(4)エネルギー消費延床面積原単位 

 一般に，業務建物においては延床面積が変動する増改築が行われることは希であるといえることか

ら，この指標はエネルギー消費に関わる変動要素を加味した評価を行うという原単位管理の目的の一

つに対しては不満足といえます。つまり，特定の建物において延床面積原単位を過去の実績と比較評

価することは，総エネルギー消費量そのものの実績を比較評価することとほとんど同義となります。 
 延床面積原単位を採用することにより， 

①どんな建物についてでも容易に算出することができ，他の建物の実績値と比較し易い 
②変動要素を加味した評価を行うためのエネルギー消費原単位を定義し運用することが難しい 

という理由によるものと考えられます。図 2.3.3に，エネルギー消費延床面積原単位の管理グラフ例，

図 2.3.4に建物用途別エネルギー消費延床面積原単位を示します。このような実績管理を行うことに

よって，総エネルギー消費量の推移評価に加え，実績値を他の建物と比較評価することができます。

比較する他の建物のデータとしては，（財）省エネルギーセンターが行っている各種調査結果（図

2.3.4）や，（社）日本ビルエネルギー総合管理技術協会による「建築物エネルギー消費量調査報告書」

などが参考となります。また，同種の不動産を複数運用している建物所有者や建物管理会社では，そ

れらの延床面積原単位を比較しその大小を評価することも有効となります。このような評価によって，

建物のエネルギー消費量の実績値が同種の建物と比較して統計的に大きいのか小さいのか，削減でき

る余地は大きそうかどうかなどをある程度把握することができます。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(5)エネルギー消費原単位管理ツールによるエネルギー消費量の推定と原単位管理 

 気象条件や運用条件の違いといった変動要素を加味した評価に関してほとんど無効である延床面積

原単位に対して，それら変動要素を入力条件に含めて理論計算や統計データを組み合せて，ある条件

下における建物のエネルギー消費量を推定するツールが「エネルギー消費原単位管理ツール」です。 
図 2.3.5にエネルギー消費原単位管理ツールの入力画面の一例を示します。このツールによれば，諸々
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図 2.3.3エネルギー消費 
（延床面積原単位の管理グラフ例） 図 2.3.4建物用途別エネルギー 

消費先原単位実態調査の平均値 
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の建物および設備仕様，運用条件，気象条件などに対して，定められた計算に基づく推定エネルギー

消費量の算出を行うことができます。 
 また，エネルギー消費量の算出は用途別に行われ，エネルギー種類別の集計も行えることから，前

述のエネルギー種類別消費量や用途別エネルギー消費量に相当する推定結果を出力できます。 
図 2.3.6にエネルギー消費原単位管理ツールによるエネルギー消費量算出結果グラフ例を示します。 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 

  
 
 
このエネルギー消費原単位管理ツールを活用すれば，例えば計量実績が得られていない場合でも，エ

ネルギー種類別消費量や用途別エネルギー消費量を推定し，省エネチューニングを優先的に行うべき

対象を特定したり，改善効果をおおよそ推定したりすることが可能となります。 
(6)時間当たりエネルギー消費量の把握 

 一般に，エネルギー消費量は期間消費量によってその実績管理や実態把握が行われることが多くあ

ります。それはエネルギーの商取引が基本的に期間消費量に基づいており，エネルギー消費量の実績

管理も商取引の根拠となる使用量を流用していることが多いからであると考えられます。エネルギー

の商取引の根拠となる使用量は月毎に区分されているものが多く，したがってエネルギー消費量の実

績も月毎に管理されています。 
 しかしながら，現実には期間消費量だけでは建物のエネルギー消費の実態を十分に把握することは

難しいことになります。特に，月別消費量はそれぞれの期間において暦上の日数や休日の含まれ方な

どの違いが含まれているはずですが，それらの要素を考慮した上で月別消費量の大小を評価している

例は非常に少ないのが実状です。 そのような状況に対して，近年，中央監視装置の普及などにより

エネルギー消費量の実績を毎時記録しその実績を管理・把握することが容易にできるようになってき

ています。例えば，中央監視装置から出力される設備日報やデータ出力機能によって実現することが

できます。このように得られる毎時データを活用することによって，エネルギー消費量を月毎などの

期間消費量だけでなく，いつどれだけ使われたかという時間的な側面からも捉えることが可能となり

一次エネルギー消費量内訳

90%

0% 10%

電力 ガス 油

一次エネルギー消費量内訳
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25%

37%

11%

5% 2% 9%

空調機器 ポンプ

熱源機器 照明
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給湯設備 給排水･昇降機･その他

図 2.3.5 エネルギー消費

原単位管理ツールの 

入力画面例 

図 2.3.6 エネルギー消費

原単位管理ツールによる 

エネルギー消費量 

算出グラフ 
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ます。図 2.3.7に時間当たりエネルギー消費量把握のイメージ図を示しますが，このような時間当た

りのエネルギー消費量の把握によって，例えば，残業時間帯の減り方が少ない，非使用時間帯の消費

量が多い，などのエネルギー消費上の特性を把握することができ，省エネチューニングを実施すべき

対象を見出すためのヒントにすることができます。 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
(7)機器･システムのエネルギー消費量の把握 

 建物の総エネルギー消費量を，エネルギー種類別や用途別，系統別に期間消費量および時間当たり

消費量の視点から把握することにより，建物のエネルギー消費の実態はかなり理解できます。 

さらにこれらの実態把握に加え，設備機器や設備システムのエネルギー消費量を把握できれば，そ

れらの運用実態が分かるようになりエネルギー消費上の改善余地をより見出し易くなります。したが

って，中央監視装置による設備日報データや部分的な期間計量によって設備機器や設備システムのエ

ネルギー消費量の把握を試みることは，省エネチューニングの実施対象を見出す上で非常に有効です。 

このような取り組みの一例として，冷凍機の機器別電力消費量を月別に評価した例を図 2.3.8 に，

合計電力消費量を代表月について曜日別に時刻別平均値で評価した例を図 2.3.9（13:00～16:00 ピー

クシフト運転，蓄熱槽利用）に示します。各設備機器や設備システムに対して，このような実績デー

タの管理と把握を行うことによって，それぞれの機器やシステムの運転上の問題点やエネルギー削減

余地を見出すことが重要です。 
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図 2.3.8冷凍機の機器別電力消費量

を月別評価した例 

図2.3.9冷凍機合計電力消費量を代表月につい

て，曜日別に時刻別平均値で評価した例 

図 2.3.7 時間当たりエネルギー消費量の把握 



 
 
 
 

第３章 省エネチューニングの可能性の検討 

 

 

３．１ チューニング項目（候補）の選定 

３．２ チューニング項目案の可能性分析ツール 
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第３章 省エネチューニングの可能性の検討 

３．１ チューニング項目案（候補）の選定 

対象とする建物に適したチューニングを行うために，着眼点とも言うべき選定要件を評価項目とし，

典型的な省エネ項目をリスト化しました。（表 3.1.1） 

(1)チューニング項目選定表の利用 

 自己の建物に該当する省エネチューニング項目を絞り込むための比較的初期の検討作業は，選定表

（表 3.1.1）を活用します。縦軸に代表的省エネチューニング項目，横軸に代表的選定要件を示して

います。チューニング項目は，負荷の軽減，機器の効率運転，搬送動力の削減，運用対応，その他，

省エネルギー改修の 6要素に便宜的に大別されます。また，横軸の選定要件は，１次選定項目（難易

度や効果など７要素），２次選定項目（運用条件や過去の実績の有無など１０要素）に分類され，各々

の検討結果からチューニング項目案を選定するものです。 

チューニング項目選定表の使い方は次のとおりです。 

①縦軸の省エネチューニング項目の内，該

当する項目を選びます。 

②表中の項目にないチューニング項目を検

討したい場合は，適宜項目を追加します。 

③上記で検討対象としたい全項目に対し，

横軸の要件の内，まず，１次選定要件に

ついて，可否判定（可：○）をします。 

④ある得点（例５点）以上の項目は，チュ

ーニング項目案とし，ある得点（例２点）

以下のものは，項目案から削除します。 

⑤上記１次選定で，検討継続（例，３～４

点）項目に対し，続いて，２次選定要件

について，可否判定（可：○）をします。 

⑥１次と同様，ある得点（例，５点）以上

の項目は，チューニング項目案に追加し

ます。それ以外のものは，項目案から削

除します。 

⑦1 次 2 次の選定結果から項目案を選定し

ます。 
(2)チューニング項目の具体的選定 

表 3.1.1より，建物・設備の特性から縦軸の省エネ検

討項目が選ばれ，横軸に示す１次および２次選定項目（要因）を検討要素として，絞込み作業を行い

ます。 
なお，選定項目（要因）は，物件によって判定内容（指標）が異なるのが多々あり，運用ノウハウや

過去の経験等に照らし合わせ判断・評価することが重要です。 
また，標準的に予め設けてある評価点の設定も，適時定めることが必要となります。 
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４
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設定／選定 1 次選定
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2 次選定  
評価  

項目案選定

尚、ここでは、項目選定を便宜的に 2 段

階（1 次・2 次）とした  

図 3.1.1チューニング項目選定表の説明図 
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き
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の
了
解
が
得
ら
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す
い

法
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に
よ
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さ
れ
て
い
る

定
期
点
検
で
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れ
て
い
な
い

詳
細
な
デ
ー

タ
―

を
事
前
に
準
備
し
な
く
て
も
で
き
る

人
数
・
使
用
エ
リ
ア
・
使
用
時
間
が
変
わ
っ

た
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途
が
替
っ

た

温
湿
度
条
件
が
変
わ
っ

た

発
熱
機
器
が
増
え
た
､
減
っ

た

近
隣
の
環
境
が
変
わ
っ

た

省
エ
ネ
セ
ン
タ
ー

の
実
績
等
に
よ
り
効
果
が
確
認
さ
れ
て
い
る

二
次
選
定

（
１
次
で
３
点
４
点
の
振
り
分
け

）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
５
点
以
上
選
定

）

温度 室内温湿度条件の緩和（ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ・ｳｵｰﾑﾋﾞｽﾞ） ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
外気量の削減 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
CO2濃度による制御 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎
起動時の外気導入制御 ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎
外気冷房 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
再熱制御の取りやめ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎

混合ロス ミキシングロスの防止 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
台数制御の見直し ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
ガス冷温水機等燃焼機の空気比調整 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
手動によるこまめな調整 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
台数制御設定値の変更(容量･機種の違う場合) ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7 ◎
冷水出口温度設定の変更(大負荷時･部分負荷時) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎
負荷率による熱源運転順位の変更 ○ ○ ○ 3 ○ ○ 2
熱源機器付属のマイコンデータの採集 ○ ○ ○ 3 ○ ○ 2
温水出口温度設定の変更(大負荷時･部分負荷時) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎
冷却水温度の設定値変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎
効率低下機器の補修・交換 ○ ○ 2
燃焼機器の伝熱面の清掃・スケール除去 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
冷凍機のコンデンサ、エバポレータの清掃 ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
ボイラの設定圧力の調整 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
蓄熱システムの省エネ運転 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎
冷温水量の変更（可能な範囲での大温度差化） ○ ○ 2
台数制御 ○ ○ 2
冷温水ポンプの台数分割又はＩＮＶ制御の採用 ○ ○ 2
冷却水ポンプの台数分割又はＩＮＶ制御の採用 ○ ○ 2
ＶＷＶ制御（有・無）の有効性 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
冷却水量変更 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
冷水量変更 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
送風量の変更 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
空調機及び送排風機に省エネベルトを装着 ○ 1
ＶＡＶ方式（有・無）の場合，送風温度の変更 ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎
コイル・フィルタの清掃 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
残業運転の短縮又は取りやめ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
立ち上がり時間の短縮 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
非使用室の空調停止 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎
空調設備の間欠運転 ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
余冷、余熱運転の活用 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ 4
軽負荷時のファンコイル冷温水供給停止 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ 4
空調の停止 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ 4
加湿の調整／期間・時間変更 ○ ○ ○ 3 ○ ○ 2
除湿の停止／期間・時間変更 ○ ○ ○ 3 ○ ○ 2
ナイトパージ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎
ダクトの空気漏れ点検 ○ ○ ○ 3 ○ 1
自動制御機器の点検 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
デマンド制御システムの導入 ○ ○ 2 ○ 1
不必要個所の換気中止 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ○ ○ ○ ○ 4 ◎
間欠運転 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
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一般的な省エネ項目

 

表 3.1.1 具体的な選定方法の説明（その 1） 
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二
次
選
定
（

一
次
で
３
点
４
点
の
振
り
分
け
）

室内圧力調整による隙間風防止 ○ ○ ○ 3 ○ 1
ブラインド類の適切な運用（日中及び夜間） ○ ○ ○ 3 ○ ○ 2
中間期の扉・窓開放（自然換気） ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 3
全熱交換器中間期制御設定 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 3
排熱用換気ファンの起動設定温度変更 ○ ○ 2

建築関係 鋼板屋根に断熱塗料塗布 ○ ○ 2
空気分布の適正化 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ 4
水加湿の場合，中間期加湿による冷却効果 ○ 1
器具の変更（HIDなど高効率ランプ） ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
タイマー・スイッチによる自動点滅 ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
個別スイッチ・人感センサー ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 3
照度コントロール装置の取り付け ○ ○ 2
照明配線回路の細分化 ○ 1
タスク・アンビエント方式の採用 ○ 1
給湯温度の変更 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 ◎
中央給湯を個別に変更 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ 4
給湯時間と範囲を短縮制限する ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
冬季以外の給湯停止 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
省エネ冷凍冷蔵ケースにナイトカバー設置 ○ ○ ○ 3 ○ ○ 2
高効率熱源機器へのリプレース ○ ○ 2
熱源機器の分割化で部分負荷時の効率向上 ○ ○ 2
エレベータ間引き運転 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎
エスカレータ間引き運転・自動 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ 5 ◎

フリークーリング（冷却水の冷水利用） ○ ○ 1
空調ゾーニングの見直し ○ ○ 2
蒸気弁の断熱 ○ ○ 2
全熱交換器の設置 ○ ○ 2
水搬送経路の密閉化 ○ 1

冷温水を定流量から変流量制御（３方弁⇒２方
弁）

○ 1

ポンプ・ファンのインバータ取付 ○ 1
計量器の増設による監視強化 ○ ○ 2
ＢＥＭＳ導入による空調設備の効率化 ○ ○ 2
中水設備の導入 ○ ○ 2
雨水利用設備 ○ ○ 2
節水システム ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 3
節水コマその他 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ ○ 4
自動水栓 ○ ○ 2
擬音装置 ○ ○ 2
給湯配管の断熱強化 ○ ○ 2
省エネルギー型冷凍冷蔵ショウーケースの利用 ○ ○ 2
反射板の取り付け ○ 1
照明器具の配置及び採光改善 ○ 1
力率改善制御システム ○ ○ 2

一
次
選
定
（

３
点
以
上
選
定
）

検
討
の
結
果
選
定
さ
れ
た
チ

ュ
ー

ニ
ン
グ
項
目

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
５
点
以
上
選
定

）

運
用
対
応

換気設備

空調関係

そ
の
他

照明器具

衛生設備等

エレベ－タ
エスカレー

タ

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

改
修

機器関係

給排水衛生
設備

照明設備等

選定項目

一般的な省エネ項目

 

 

 

表 3.1.1 具体的な選定方法の説明（その２） 
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(3）選定要件の説明 

各チューニング対象項目に対し，選定要件は，１次選定項目（難易度や効果など７要素），２次選定

項目（運用条件や過去の実績の有無など１０要素）に分けて示していますが，個々の運用環境等で，

各要件の判定（○か否か）が明確化し難い場合があります。典型的な事例を想定し，その一端を以下

に示し，判定方法について補足説明します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜一次選定＞ 
１．現場で容易に着手できる 
 チューニングを行おうとする設備において、当該チューニング作業に必要な温度計、圧力計等の計測装
置や弁、ダンパ等の制御装置が具備されているか、あるいは簡単に取り付けられる設備構成となっている
もの。 
２．メーカ・施工業者の指導下で容易にできる 
 継続的な運転状態の監視や精密な調整等を必要とせず、メーカ・施工業者といった専門家の指導があれ
ば、容易に実行できるもの。 
３．設備投資を伴わない。 
 計測に必要な装置、調整に必要な装置あるいは設備の構成といったものが、既存の設備で満足しており、
それらの監視と調整によってチューニングが十分に可能なもの。 
４．省エネルギー効果が大きい。 
チューニングに要する作業労力や諸費用に比較し、省エネ効果が大きいと予想されるもの。あるいは高

度な技術力によらずとも、明らかにその効果が期待できるもの。 
５．設計条件と実際の運転状況との乖離大。 
 設計条件下で想定した使用勝手（運転時間・設定温湿度・外気量等）と現状の相違によって生じる想定
運転状況と実運転状況との相違の大きいもの。 
６．システム・機器類の無駄運転が良くある。 
 日常の運転状態において、明らかにシステム・機器類の無駄運転が確認できるあるいはその可能性が大
きいと予想されるもの。例えば、部分負荷時に応じた熱源運転となっていない場合や台数制御の不備、過
大な外気取入れ量や室内温度の過冷・過熱状態等。 
７．ビル使用者に影響が少ない。 
 温湿度や空気質等の室内環境状態に大きな変化をもたらさず、在住者に不快感や環境劣化に伴う被害を
与えないもの。 

＜二次選定＞ 
１．オーナー・従業員に了解が得られやすい。 
 設備投資ならびにテナントへの影響が寡少で、経営上大きな問題が生じないものや、若干の設備投資が
必要なものの、費用対効果が大きく、短時間で投資回収できるもの。 
２．法規等により推奨されているもの。 
 室内環境条件等、法規等で推奨されているもので、省エネ非省エネに係わらず遵守しなければならない
もの。 
３．定期点検が行われていない。 
 機器の定期点検、弁類・ダンパ類等の制御装置の点検がしばらく行われていない場合やその履歴を確認
できる点検記録がなく、正規の運転状態を確認できないもの。 
４．詳細なデータを事前に準備しなくともできる。 
 仮設の測定装置・簡易的な測定器あるいは目視等によって現状の運転状態とチューニングすべき要点が
把握され、またその効果も確認できるもの。 
５．人数・使用エリア･使用時間が変わった。 
用途変更を除くテナントの入れ替わり等に伴う在室人員・使用エリアの変更、使用時間の変更によって

負荷や給排気量の増減が生じるもの。（温湿度条件の変更、発熱機器の増減を除く） 
６．温湿度条件が変わった。 
 建物全体あるいは一部の用途変更に起因する温湿度条件の変更により空調負荷の増減を生じる場合の
ほか、省エネ志向として温湿度条件を緩和して空調負荷の低減を生じるもの。 
７．発熱機器が増えた・減った。 
建物全体あるいはその一部の用途変更に起因する機器発熱量の変化による空調負荷の増減の他、ＯＡ機

器等に代表される経年変化による機器発熱量の増加に伴う空調負荷の増大を生じるもの。 
８．用途が替わった。  
前二項の温湿度条件の変更や発熱機器の増減を除く、建物全体あるいはその一部の用途が替わったこと

に伴い、負荷や給排気量の増減が生じるもの。 
９．近隣の環境が変わった。 
 周囲に建物が建設あるいは撤去されることによる日照負荷の増減や周辺風速の変化のほか、ヒートアイ
ランド現象による暖房負荷の緩和や冷房負荷の増加が生じるもの。 
１０．省エネセンターの実績等により効果が確認されている。 
 各種省エネチューニング手法の効果が、今までの省エネセンターの実績調査等に基づき、確認がなされ
ているもの。 
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３．２ チューニング項目案の可能性分析ツール 

ここでは，前項に示すチューニング選定プロセスを，より効率的に進めるための方法や情報を示し

ます。具体的には，チューニングを実行する際に必要とされる，①計測点の有無の確認，②日頃の保

全業務等から得られている経験的情報の再整理方法（事例：課題に対する因果関係表）の紹介，過去

に公表された省エネチューニング効果事例概要，さらに，原単位ツールの活用方法等について紹介し

ます。 
(1)チューニングに必要な情報の確認 

チューニングを実行する場合，その効果を知るためには最低限の計測データ等が必要となります。

しかし，十分な計測点をもつ建物は稀で，何らかの追加計測が必要とされる場合が多くあります。 
表 3.2.1 チューニングに必要な情報（計測点の有無等）確認シート 

エレ

ベータ

・
室
内
温
湿
度
条
件
の
緩
和

(

夏
期
）

・
室
内
温
湿
度
条
件
の
緩
和
（
冬
期
）

・
外
気
量
の
削
減
※

C
O
2
濃
度
に
よ
る
制
御
（
※
に
含
む
）

起
動
時
の
外
気
導
入
制
御

・
外
気
冷
房

・
冷
暖
房
ミ
キ
シ
ン
グ
ロ
ス
の
防
止

・
再
熱
制
御
シ
ス
テ
ム
の
取
り
や
め

・
台
数
制
御
運
転
方
法
の
改
善
※
※

・
手
動
に
よ
る
こ
ま
め
な
調
整
（
※
※
に
含
む
）

・
熱
源
機
種
が
違
う
場
合
の
部
分
負
荷
時
の
機
器
優
先
順
位
※
※
に
含
む

・
台
数
制
御
方
式
の
設
定
値
の
変
更
（
容
量
・
機
種
の
違
う
場
合
）
※
※
に
含
む

･
（
ガ
ス
冷
温
水
機
等
）
燃
焼
機
の
空
気
比
調
整

・
ボ
イ
ラ
の
設
定
圧
力
の
調
整

・
冷
水
出
口
温
度
設
定
の
変
更
（
大
負
荷
時
・
部
分
負
荷
時
）

・
温
水
出
口
温
度
設
定
の
変
更
（
大
負
荷
時
・
部
分
負
荷
時
）

・
冷
却
水
温
度
の
設
定
値
変
更

・
効
率
低
下
機
器
の
整
備
・
補
修
・
交
換
・

・
冷
温
水
量
の
変
更
（
可
能
な
範
囲
で
の
大
温
度
差
化
）

・
ポ
ン
プ
の
変
流
量
方
式
の
改
善
（
台
数
制
御
・
イ
ン
バ
ー

タ
ー

制
御
）
※
３

・
冷
却
水
量
変
更

・
蓄
熱
シ
ス
テ
ム
の
省
エ
ネ
運
転

・
送
風
量
の
変
更

・
Ｖ
Ａ
Ｖ
方
式
の
場
合
の
送
風
温
度
の
変
更

・
コ
イ
ル
・
フ
ィ

ル
タ
の
清
掃

・
残
業
運
転
の
短
縮
又
は
取
り
や
め
※
４

･
立
ち
上
が
り
時
間
の
短
縮
（
※
４
に
含
む
）

・
非
使
用
室
の
空
調
の
停
止

・
空
調
設
備
の
間
欠
運
転

・
残
業
時
間
の
空
調
制
限
（
※
４
に
含
む
）

・
ナ
イ
ト
パ
ー

ジ

・
自
動
制
御
機
器
の
点
検

・
不
必
要
個
所
の
換
気
中
止

・
間
欠
運
転

・
高
効
率
ラ
ン
プ
・
灯
具
の
採
用

・
タ
イ
マ
ー

・
ス
イ
ッ

チ
に
よ
る
自
動
点
滅

・
個
別
ス
イ
ッ

チ
・
人
感
セ
ン
サ
ー

に
よ
る
点
滅

給
湯
時
間
と
範
囲
を
短
縮
・
制
限
す
る

給
湯
温
度
を
低
く
す
る

エ
レ
ベ
ー

タ
･
エ
ス
カ
レ
ー

タ
の
間
引
き
運
転

延べ面積
用途別面積･各階面積・共用部面積 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調面積 ○ ○ ○

熱源システム ○ ○ ○ ○
空調システム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
搬送システム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気冷房機能の有無（外気量設計値） ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調機等の台数･能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
熱源機の台数･能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

変圧器の台数･容量･系統
照明器具台数･形式 ○ ○ ○
消費電力量 ○ ○ ○ ○ ○

始業･終業時間･残業時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
在室人数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

設備機器保守･点検履歴 ○ ○ ○ ○

温度･湿度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CO２ ○ ○ ○ ○ ○ ○
館内通風 ○ ○ ○
周辺建物の影響（日射･ビル風） ○

熱源機の発停時間 ○ ○ ○ ○ ○
空調の発停時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
（スケジュールの設定状況）

冷温水温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
冷却水温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調機給気・換気温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気取り入れ量 ○ ○ ○ ○ ○
給湯量
給水量 ○ ○

○ ○
全館電力消費量 ○ ○ ○
時間変化
日変化
月変化
消費途別先別消費量

環
境

に
伴

う
デ

ー
タ

の
現

状
把

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
に

伴
う

デ
ー

タ
の

現
状

把
握

施
設

の
基

礎
デ

ー
タ

運
用

に
伴

う
デ

ー
タ

の
現

状
把

握

面積関
係建

築

電気設
備

一般
データ

設
備

設備
データ

換気
設備

照明関係
給湯
設備

その他運用対応

空調設備

運転

状況…毎
日記録する
のでなく状
況を把握し
ておくレベ
ル

消費量…
チューニン
グレベルで
必要と考え
るか

搬送動力の節減機器の効率運転

負荷の低減

空調方
式

熱源設備 ポンプ類 空調機

最低必要
な情報・
データ

チューニング項目
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ベータ
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内
温
湿
度
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御
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台
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）
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※
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台
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※
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・
冷
水
出
口
温
度
設
定
の
変
更
（
大
負
荷
時
・
部
分
負
荷
時
）

・
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）
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の
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・

・
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の
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囲
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の
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度
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化
）

・
ポ
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の
変
流
量
方
式
の
改
善
（
台
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制
御
・
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ン
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ー

制
御
）
※
３

・
冷
却
水
量
変
更

・
蓄
熱
シ
ス
テ
ム
の
省
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ネ
運
転

・
送
風
量
の
変
更

・
Ｖ
Ａ
Ｖ
方
式
の
場
合
の
送
風
温
度
の
変
更

・
コ
イ
ル
・
フ
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ル
タ
の
清
掃

・
残
業
運
転
の
短
縮
又
は
取
り
や
め
※
４

･
立
ち
上
が
り
時
間
の
短
縮
（
※
４
に
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む
）

・
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使
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室
の
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調
の
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止

・
空
調
設
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の
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転

・
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間
の
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に
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）
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ジ

・
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動
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の
点
検
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の
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・
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転

・
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・
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の
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用

・
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ー

・
ス
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チ
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る
自
動
点
滅

・
個
別
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・
人
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セ
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ー

に
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る
点
滅

給
湯
時
間
と
範
囲
を
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縮
・
制
限
す
る
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湯
温
度
を
低
く
す
る

エ
レ
ベ
ー

タ
･
エ
ス
カ
レ
ー

タ
の
間
引
き
運
転

延べ面積
用途別面積･各階面積・共用部面積 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調面積 ○ ○ ○

熱源システム ○ ○ ○ ○
空調システム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
搬送システム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気冷房機能の有無（外気量設計値） ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調機等の台数･能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
熱源機の台数･能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

変圧器の台数･容量･系統
照明器具台数･形式 ○ ○ ○
消費電力量 ○ ○ ○ ○ ○

始業･終業時間･残業時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
在室人数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

設備機器保守･点検履歴 ○ ○ ○ ○

温度･湿度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CO２ ○ ○ ○ ○ ○ ○
館内通風 ○ ○ ○
周辺建物の影響（日射･ビル風） ○

熱源機の発停時間 ○ ○ ○ ○ ○
空調の発停時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
（スケジュールの設定状況）

冷温水温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
冷却水温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調機給気・換気温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気取り入れ量 ○ ○ ○ ○ ○
給湯量
給水量 ○ ○

○ ○
全館電力消費量 ○ ○ ○
時間変化
日変化
月変化
消費途別先別消費量

環
境

に
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う
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タ

の
現
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把
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握

面積関
係建

築

電気設
備

一般
データ

設
備

設備
データ

換気
設備

照明関係
給湯
設備

その他運用対応

空調設備

運転

状況…毎
日記録する
のでなく状
況を把握し
ておくレベ
ル

消費量…
チューニン
グレベルで
必要と考え
るか

搬送動力の節減機器の効率運転

負荷の低減

空調方
式

熱源設備 ポンプ類 空調機

最低必要
な情報・
データ

チューニング項目

エレ

ベータ

・
室
内
温
湿
度
条
件
の
緩
和

(

夏
期
）

・
室
内
温
湿
度
条
件
の
緩
和
（
冬
期
）

・
外
気
量
の
削
減
※

C
O
2
濃
度
に
よ
る
制
御
（
※
に
含
む
）

起
動
時
の
外
気
導
入
制
御

・
外
気
冷
房

・
冷
暖
房
ミ
キ
シ
ン
グ
ロ
ス
の
防
止

・
再
熱
制
御
シ
ス
テ
ム
の
取
り
や
め

・
台
数
制
御
運
転
方
法
の
改
善
※
※

・
手
動
に
よ
る
こ
ま
め
な
調
整
（
※
※
に
含
む
）

・
熱
源
機
種
が
違
う
場
合
の
部
分
負
荷
時
の
機
器
優
先
順
位
※
※
に
含
む

・
台
数
制
御
方
式
の
設
定
値
の
変
更
（
容
量
・
機
種
の
違
う
場
合
）
※
※
に
含
む

･
（
ガ
ス
冷

エレ

ベータ

・
室
内
温
湿
度
条
件
の
緩
和

(

夏
期
）

・
室
内
温
湿
度
条
件
の
緩
和
（
冬
期
）

・
外
気
量
の
削
減
※

C
O
2
濃
度
に
よ
る
制
御
（
※
に
含
む
）

起
動
時
の
外
気
導
入
制
御

・
外
気
冷
房

・
冷
暖
房
ミ
キ
シ
ン
グ
ロ
ス
の
防
止

・
再
熱
制
御
シ
ス
テ
ム
の
取
り
や
め

・
台
数
制
御
運
転
方
法
の
改
善
※
※

・
手
動
に
よ
る
こ
ま
め
な
調
整
（
※
※
に
含
む
）

・
熱
源
機
種
が
違
う
場
合
の
部
分
負
荷
時
の
機
器
優
先
順
位
※
※
に
含
む

・
台
数
制
御
方
式
の
設
定
値
の
変
更
（
容
量
・
機
種
の
違
う
場
合
）
※
※
に
含
む

･
（
ガ
ス
冷
温
水
機
等
）
燃
焼
機
の
空
気
比
調
整

・
ボ
イ
ラ
の
設
定
圧
力
の
調
整

・
冷
水
出
口
温
度
設
定
の
変
更
（
大
負
荷
時
・
部
分
負
荷
時
）

・
温
水
出
口
温
度
設
定
の
変
更
（
大
負
荷
時
・
部
分
負
荷
時
）

・
冷
却
水
温
度
の
設
定
値
変
更

・
効
率
低
下
機
器
の
整
備
・
補
修
・
交
換
・

・
冷
温
水
量
の
変
更
（
可
能
な
範
囲
で
の
大
温
度
差
化
）

・
ポ
ン
プ
の
変
流
量
方
式
の
改
善
（
台
数
制
御
・
イ
ン
バ
ー

タ
ー

制
御
）
※
３

・
冷
却
水
量
変
更

・
蓄
熱
シ
ス
テ
ム
の
省
エ
ネ
運
転

・
送
風
量
の
変
更

・
Ｖ
Ａ
Ｖ
方
式
の
場
合
の
送
風
温
度
の
変
更

・

温
水
機
等
）
燃
焼
機
の
空
気
比
調
整

・
ボ
イ
ラ
の
設
定
圧
力
の
調
整

・
冷
水
出
口
温
度
設
定
の
変
更
（
大
負
荷
時
・
部
分
負
荷
時
）

・
温
水
出
口
温
度
設
定
の
変
更
（
大
負
荷
時
・
部
分
負
荷
時
）

・
冷
却
水
温
度
の
設
定
値
変
更

・
効
率
低
下
機
器
の
整
備
・
補
修
・
交
換
・

・
冷
温
水
量
の
変
更
（
可
能
な
範
囲
で
の
大
温
度
差
化
）

・
ポ
ン
プ
の
変
流
量
方
式
の
改
善
（
台
数
制
御
・
イ
ン
バ
ー

タ
ー

制
御
）
※
３

・
冷
却
水
量
変
更

・
蓄
熱
シ
ス
テ
ム
の
省
エ
ネ
運
転

・
送
風
量
の
変
更

・
Ｖ
Ａ
Ｖ
方
式
の
場
合
の
送
風
温
度
の
変
更

・
コ
イ
ル
・
フ
ィ

ル
タ
の
清
掃

・
残
業
運
転
の
短
縮
又
は
取
り
や
め
※
４

･
立
ち
上
が
り
時
間
の
短
縮
（
※
４
に
含
む
）

・
非
使
用
室
の
空
調
の
停
止

・
空
調
設
備
の
間
欠
運
転

・
残
業
時
間
の
空
調
制
限
（
※
４
に
含
む
）

・
ナ
イ
ト
パ
ー

ジ

・
自
動
制
御
機
器
の
点
検

・
不
必
要
個
所
の
換
気
中
止

・
間
欠
運
転

・
高
効
率
ラ
ン
プ
・
灯
具
の
採
用

・
タ
イ
マ
ー

・
ス
イ
ッ

チ
に
よ
る
自
動
点
滅

・
個
別
ス
イ
ッ

チ
・
人
感
セ
ン
サ
ー

に
よ
る
点
滅

給
湯
時
間
と
範
囲
を
短
縮
・
制
限
す
る

給
湯
温
度
を
低
く
す
る

エ
レ
ベ
ー

タ
･
エ
ス
カ
レ
ー

コ
イ
ル
・
フ
ィ

ル
タ
の
清
掃

・
残
業
運
転
の
短
縮
又
は
取
り
や
め
※
４

･
立
ち
上
が
り
時
間
の
短
縮
（
※
４
に
含
む
）

・
非
使
用
室
の
空
調
の
停
止

・
空
調
設
備
の
間
欠
運
転

・
残
業
時
間
の
空
調
制
限
（
※
４
に
含
む
）

・
ナ
イ
ト
パ
ー

ジ

・
自
動
制
御
機
器
の
点
検

・
不
必
要
個
所
の
換
気
中
止

・
間
欠
運
転

・
高
効
率
ラ
ン
プ
・
灯
具
の
採
用

・
タ
イ
マ
ー

・
ス
イ
ッ

チ
に
よ
る
自
動
点
滅

・
個
別
ス
イ
ッ

チ
・
人
感
セ
ン
サ
ー

に
よ
る
点
滅

給
湯
時
間
と
範
囲
を
短
縮
・
制
限
す
る

給
湯
温
度
を
低
く
す
る

エ
レ
ベ
ー

タ
･
エ
ス
カ
レ
ー

タ
の
間
引
き
運
転

延べ面積
用途別面積･各階面積・共用部面積 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調面積 ○ ○ ○

熱源システム ○ ○ ○ ○
空調システム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
搬送システム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気冷房機能の有無（外気量設計値） ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調機等の台数･能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
熱源機の台数･能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

変圧器の台数･容量･系統
照明器具台数･形式 ○ ○ ○
消費電力量 ○ ○ ○ ○ ○

始業･終業時間･残業時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
在室人数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

設備機器保守･点検履歴 ○ ○ ○ ○

温度･湿度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CO２ ○ ○ ○ ○ ○ ○
館内通風 ○ ○ ○
周辺建物の影響（日射･ビル風） ○

熱源機の発停時間 ○ ○ ○ ○ ○
空調の発停時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
（スケジュールの設定状況）

冷温水温度 ○

タ
の
間
引
き
運
転

延べ面積
用途別面積･各階面積・共用部面積 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調面積 ○ ○ ○

熱源システム ○ ○ ○ ○
空調システム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
搬送システム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気冷房機能の有無（外気量設計値） ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調機等の台数･能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
熱源機の台数･能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

変圧器の台数･容量･系統
照明器具台数･形式 ○ ○ ○
消費電力量 ○ ○ ○ ○ ○

始業･終業時間･残業時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
在室人数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

設備機器保守･点検履歴 ○ ○ ○ ○

温度･湿度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CO２ ○ ○ ○ ○ ○ ○
館内通風 ○ ○ ○
周辺建物の影響（日射･ビル風） ○

熱源機の発停時間 ○ ○ ○ ○ ○
空調の発停時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
（スケジュールの設定状況）

冷温水温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
冷却水温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調機給気・換気温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気取り入れ量 ○ ○ ○ ○ ○
給湯量
給水量 ○ ○

○ ○
全館電力消費量 ○ ○ ○
時間変化
日変化
月変化
消費途別先別消費量

環
境

に
伴

う
デ

ー
タ

の
現

状
把

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
に

伴
う

デ
ー

タ
の

現
状

把
握

施
設

の
基

礎
デ

ー
タ

運
用

に
伴

う
デ

ー
タ

の
現

状
把

握

面積関
係建

築

電気設
備

一般
データ

設
備

設備
データ

換気
設備

照明関係
給湯
設備

その他運用対応

空調設備

運転

状況…毎
日記録する
のでなく状
況を把握し
ておくレベ
ル

消費量…
チューニン
グレベルで
必要と考え
るか

搬送動力の節減機器の効率運転

負荷の低減

空調方
式

熱源設備 ポンプ類 空調機

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
冷却水温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
空調機給気・換気温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○
外気取り入れ量 ○ ○ ○ ○ ○
給湯量
給水量 ○ ○

○ ○
全館電力消費量 ○ ○ ○
時間変化
日変化
月変化
消費途別先別消費量

環
境

に
伴

う
デ

ー
タ

の
現

状
把

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
に

伴
う

デ
ー

タ
の

現
状

把
握

施
設

の
基

礎
デ

ー
タ

運
用

に
伴

う
デ

ー
タ

の
現

状
把

握

面積関
係建

築

電気設
備

一般
データ

設
備

設備
データ

換気
設備

照明関係
給湯
設備

その他運用対応

空調設備

運転

状況…毎
日記録する
のでなく状
況を把握し
ておくレベ
ル

消費量…
チューニン
グレベルで
必要と考え
るか

搬送動力の節減機器の効率運転

負荷の低減

空調方
式

熱源設備 ポンプ類 空調機

最低必要
な情報・
データ

チューニング項目
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表 3.2.1は，横軸にチューニング項目を，縦軸に各項目別の最低限必要とされる情報･データを示し 
ます。この表に基づき，チューニング効果検討に必要な情報の有無の確認，一時的にでも暫定計測

が可能か否かの事前判断を行います。その結果は，前項でのチューニング項目選定の必要条件の一つ

ともなります。 
（2）省エネ改善に関わる経験的情報整理 

過去の事例や文献も省エネチューニングに必要な情報ではあるが，管理者が自ら経験したシステム

改善情報がある場合，より実効性が高まります。 
建物の省エネ改善は，日常管理業務の中で，断片的にせよ継続的に行われています。特に，チュー

ニングは建物特有な内容となることが多く，これら作業の内容整理がその後の活用に重要となります。 
例えば，無駄の発生を含めた課題発生時に対する問題処理表などであり，因果関係分析内容等（課

題の発見，因果関係の明確化，対策の立案，結果の分析など）を予め作成することが，チューニング

内容や選定項目判断のための重要な情報源となります。 
表 3.2.2 に，あるオフィス建物における「空調システムのインテリア／ペリメータ間の混合損失防止・

削減」対策に関わる因果関係の事例を示します。表の構成は，課題である異常現象（トップ事象）に対

し，現象を引き起こすと考えられる不具合要因を列挙し，次に，各々の要因に対する原因の推定，改

善方法等が記されています。この事例では，各不具合要因を分析するプロセスで，省エネチューニン

グ対象・内容がいくつか想定できます。（例，設定値の良否；2項目め → サーモ位置不良 → セ

ンサ位置調整，を行い，この結果 → 無駄の削減／クレーム除去等に結びつけるなど） 
省エネチューニングは，予め与えられた課題（標準的項目）だけでなく，自らの課題を発見し，設

定することが本質的プロセスでもあります。すなわち，省エネチューニングの検討に際し，課題の発

見から因果関係表等の作成利用など，日頃の同様なプロセス（課題の発見，ＰＤＣＡサイクル，ノウ

ハウの蓄積等）が重要となります。 
表 3.2.2 チューニングの検討に必要な情報（因果関係検討情報の例） 

 異常時の状況（現象） 要因分析 原因の推定 改善・確認方法等

室内空気の混合により、ﾛｽが発生す
る。
 （天井内または空調機内の混合ではな
い）

ｲﾝﾃﾘｱとﾍﾟﾘﾒｰﾀの給気口が近接している
か、偏在している。
ｲﾝﾃﾘｱとﾍﾟﾘﾒｰﾀの還気口が近接している
か、偏在している。

給還気口配置を見直す。

ﾍﾟﾘﾒｰﾀの給気温度が設計値より高く、
ｲﾝﾃﾘｱの給気温度が設計値より低い。

ｻｰﾓの設置場所不良。 ｻｰﾓ配置を確認・調整する。

室温設定値の誤り（個別操作等による）
ｲﾝﾃﾘｱの室温設定値が低い。（下げ過ぎ）
ﾍﾟﾘﾒｰﾀの室温設定値が高い。（上げ過ぎ）

ｲﾝﾃﾘｱの室温設定値を変える。
ﾍﾟﾘﾒｰﾀの室温設定値を変える。

VAVからの給気量不良。
（風量過小）

VAV設定値の不良、冷暖逆設定。 VAV設定値の確認。

冷水、温水（蒸気）量の不足。
制御弁口径の選定ミス。
制御弁動作信号の逆設定

口径の確認。
制御弁動作信号設定の確認。

ｲﾝﾃﾘｱ冷房負荷が過大
設計条件からの逸脱
（機器、人員数が過大）

設計条件の確認

ﾍﾟﾘﾒｰﾀ暖房負荷が過大
設計条件からの逸脱
（ｶﾞﾗｽ・壁仕様の不整合）

設計条件の確認

給気温度ﾛｰﾄﾞﾘｾｯﾄ機能の不良 VAV、空調機の制御信号異常 通信線結線、制御設定値の確認

ｲﾝﾃﾘｱ冷房／ﾍﾟﾘﾒｰﾀ暖
房運転が継続しても

設計室温を満足しない。
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(3)原単位管理ツール（ESUM/ECCJ）の活用（システム比較分析） 

原単位管理ツールとは，オフィス・商業ビル・病院・ホテル等，建物の構造・規模・設備・用途・

運用状況等をモデル化し，その建物のエネルギー消費量を実際の気象データや，使用状況に照らして

詳細に予測計算ができるプログラムです。（図 3.2.1） 

このツールにより，チューニングしようとし

ている建物の， 

① エネルギー消費構造を把握 

② 部門のエネルギー消費を把握 
③ 省エネ対策の定量的評価 
④ 運転方法の確認 
⑤ 機器容量の評価 

が分かり，このツールで建物をモデル化すれば、

省エネ PDCA が回ります。 
原単位管理ツールを使用すれば，空調，照明・

動力，調理や各用途特殊設備(例:商業/冷凍冷蔵，

病院/消毒蒸気)などのエネルギー消費構造を明らかにするとともに，エネルギー消費原単位（原単位

＝エネルギー使用量／生産量，面積他）を算出できます。すなわち，原単位管理ツールを活用すると，

例えば，「ある部門の営業時間を変更したら」，「冷暖房温度を 1℃変更したら」，「あるゾーンの空調外

気導入量を削減したら」，建物全体の原単位がどのように変わるかなどが算出できます。 
（図 3.2.2） 

原単位管理ツールを活用するには，（財）省エネルギーセンターのホームページからダウンロードす

る必要があります。（無償）（http://www.eccj.or.jp/esumt2/index.html） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

標標準準装装備備  

全全国国代代表表都都市市

22000011  ～～ 22000055

年年  

建築データ 設備データ 気象データ

建物使用状
況データ

ＢＥＭＳ
データ

管理ツールＰＣ

メニュー選択
が中心

手入力が中心

平面形状、方位、寸法、
ガラス・ブラインド

空調機器、熱源、照
明、コンセント、給湯
換気の台数・容量・温
度

使用時間、在室人員

月別、燃料別、消費先
別エネルギー消費実績

気温、湿度、雲量

建築データ 設備データ 気象データ

建物使用状
況データ
建物使用状
況データ

ＢＥＭＳ
データ
ＢＥＭＳ
データ

管理ツールＰＣ

メニュー選択
が中心

手入力が中心

平面形状、方位、寸法、
ガラス・ブラインド

空調機器、熱源、照
明、コンセント、給湯
換気の台数・容量・温
度

使用時間、在室人員

月別、燃料別、消費先
別エネルギー消費実績

気温、湿度、雲量

エネルギー消費 
実績データ 

標準装備 
全国代表都市
2001 ～2005 年

図 3.2.1 原単位管理ツールのデータ入力概念図 

図 3.2.2 原単位管理ツールの省エネ効果試算例の一覧 



 
 
 
 

第４章  省エネチューニングの実施 

 

 

４．１ 省エネチューニング実施項目の決定 

４．２ 省エネチューニングの実施手順 

４．３ 省エネチューニングの事例解説 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 16

第４章 省エネチューニングの実施 

４．１ 省エネチューニング実施項目の決定 

 省エネチューニング項目の決定に際し，建物の使用状況や各種データは，実態を熟知している現場

の方が多く持っており，これらデータを基に、チーム活動でチューニング項目を発見し，容易性や効

果の度合いを判断して優先付けを行い，実施項目を決定します。 

参考として，省エネ上，主要なテーマである「外気」「冷温水」「冷却水」のチューニング項目を抽

出する手順を，図 4.1.1～図 4.1.3に示します。 

 

 

■竣工直後（設計時の想定）と比較して
１．部屋（または建物の）使用者数が減った／増えた
２．建物内の燃焼器具が無くなった
　　（給湯室の湯沸器がガスから電気に変更など）
３．以前は喫煙可だったが現在は禁煙になっている
４．部屋の用途が代わった
　　（事務室←→電算室など）

CO２濃度が低い

（おおむね600ppm以下）
※外気冷房中を除く

外気量削減により省エネの可能性
大！
　外気は呼吸、燃焼、臭気の除去に必要ですが、屋
外の空気を暖めたり冷やしたりするには、多大なエネ
ルギーが必要です。冷暖房時に、余分な外気を減ら
し、適正量に保てば省エネルギーになります。

YES No
不明・その他
次の項目へ

中間期や冬場に
冷房運転をしている

外気編

右にあげた項目の
どれか一つでも該当する

冷暖房の立ち上がりに
時間がかかりすぎる

夏の朝、部屋に入ると
むっとした臭いや

熱気を感じる

測定後に再度チェック

外気導入で省エネの可能性大！
　外の気候がよい時期や時間帯には場合には、外
気を積極的に取り入れて、空調機器を停止すること
により省エネが出来ます。臭気が多かったり、部屋
の使用者数が増えている場合には、環境改善も行う
ことが出来ます。

CO２濃度を測りましょう
　外気量が多すぎる（または少なすぎる）可能性が
高いので、まずCO２濃度を測りましょう。
　一本数百円の検知管でも、数万円の携帯型CO２
センサでも測定可能です。また、　測定業者に依頼
することも出来ます。

外気冷房やナイトパージなど、外気を増加す
る方向の「解説シート」に誘導する

次の
チューニング手法

発見フローシートへ

省エネチューニング
解説シート
No4へ

CO２測定に用いた機器は

１年以内に校正した
【Ａ】

CO２濃度を校正しましょう
　CO２濃度センサは経年変化で測定値がずれやす
いので、　濃度が正確かどうか調べましょう。

省エネチューニング
解説シート
No.2.3へ

CO２濃度のデータが

ありますか？

ＯＡダンパの調節や起動時の外気取入制御
など、外気を削減する方向の「解説シート」
に
誘導する

校正後に再度チェック

図 4.1.1 手法発見フロー(外気) 

ポンプ動力を減らせる可能性大！
　冷暖房に必要なエネルギーは、一日中一定ではな
いので、少ないエネルギーで済む時には冷温水の量
を減らして省エネしましょう。
　また、台数制御やインバータ制御は、装置が付い
ていても、今の建物状況にあわせて正しく作動してい
るとは限りません。建物の負荷が小さい時に、ポンプ
や冷凍機に送られる冷温水量が少なくなっているこ
とを確認してみてください。

冷温水の設定温度を変えてみよう！
　中間期や冷暖房期の初めや終わりには、通常よ
り、温度の高い冷水や、温度の低い温水でも冷暖房
可能な場合があります。
　ただし、除湿できなくなったり、クレームが発生する
可能性もあるので、変更は少しずつ慎重に。

次の
チューニング手法

発見フローシートへ

冷温水の往と還の温度差
が小さい（2～3℃）

中間期や夜間の小負荷時
でもポンプ台数やインバー

タ周波数が変化しない

冷温水ポンプは
台数制御やインバーター

制御をしている

ポンプと熱源機器の運転状況確認！
　空調設備は「冷温水の往還温度差＝５～７℃程
度」を基本にして設計されています。これより温度差
が少ないのは負荷に対して冷温水量が多すぎること
を意味しています。
　水量過多によるポンプ動力のムダ以外に、冷温水
の往還温度差が低いと冷凍機やボイラも能力をし
ぼった状態で低効率運転している可能性がありま
す。能力５０％で運転している機械２台より能力１０
０％で運転している機械１台の方が効率が高いこと
が多いので、冷凍機の運転状況もぜひチェックしてく
ださい。

中間期や冷暖房期の
初めや終わりは冷温水の

設定温度を変更している？

省エネチューニング
解説シート
No.15へ

省エネチューニング
解説シート
No.14へ

省エネチューニング
解説シート
No10,12,13へ

Ｎｏ　または
中間期は
空調停止

冷温水

図 4.1.2 手法発見フロー(冷温水) 

外気 
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代表的な省エネチューニング項目については，表 4.1.1～表 4.1.2に示しています。 

「チューニング項目の概要」については，それぞれ一般論的でかつ簡略的であるため，採用の可否を

判断する上では，専門家等の助言を得ることも必要でしょう。 

 表中，「個別解説シート欄」に番号が記載されているものは，次項で示す，「省エネチューニング解

説シート」にその内容が記載されており，該当する資料Ｎｏを示しています。 

 

 

 

図 4.1.3 手法発見フロー(冷却水) 

使用している冷凍機は
冷却水温度を２０～２５℃
程度まで下げて運転可？
（冷却水下限温度を確認)

次の
チューニング手法

発見フローシートへ

冷凍機は冷却水量の
流量変更に対応できる

／
冷却水の配管経路には

流量調整バルブまたはポ
ンプインバータや台数制御

が可能

右にあげた項目の
どれか一つでも該当する

冷却塔ファンの制御変更で！
　冷却塔は、冷却水温度がある程度まで下がると冷
却塔のファンを止めるようにコントロールされていま
す。一方、冷却水の温度が低ければ、効率よく冷水
を作れます。冷房の需要が大きい場合、冷却塔の制
御を変更して、冷凍機の冷却水下限温度付近まで、
冷却塔のファンを運転し、冷凍機を高効率で運転す
ることは検討してみる価値があります。

冷却水

冷却水量減でポンプ動力削減！
　冷房に必要な熱量が減ってきた時は、冷凍機の冷
却水量を減らして冷却水ポンプの動力を減らす方法
があります。

中間期や冬期の
冷房需要が大きい

１．竣工当初に比べ、部屋（または建物の）
　　使用者数が減った／増えた
２．使用者数が大きく異なる日があり、同じ天候・
　　気温でも、冷房の需要が日によって大きく違う
３．中間期や冬期でも運転する冷却塔がある
４．建物や部屋の用途が代わった
　　（事務室←→電算室など）

使用している冷凍機は
冷却水温度が下がると、冷
凍能力が大きく向上する
（カタログなどで確認）

冷却水の往きと還りの
温度差が小さい

省エネチューニング
解説シート
No.16へ

省エネチューニング
解説シート
No.11へ
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分類 チューニング項目 概          要 個別解説

シート 

･室内温湿度条件の緩和(夏期) 
居住者の快適度は温度，湿度，気流，輻射熱等の複合要素で決定する。

居住者の要求により室内温度のみが過剰に低く設定されていることが

ある。総合的に検討することにより省エネが図られる。 
ＮＯ.１ 

温度 

･室内温湿度条件の緩和(冬期) 
冬季の快適度は居住者の代謝・着衣量に影響される。居住者の合意を

得て設定温度を下げる努力が必要。窓等からの冷輻射・気流による冷

感はサブシステムで対応し室内温度を下げ省エネを図る。 
ＮＯ.１ 

･外気量の削減※ ＮＯ.２,３

CO2 濃度による制御 
  （※に含む） ＮＯ.２ 

起動時の外気導入制御 
  （※に含む） 

外気取り入れ量は設計時建築基準法等により設定されている。しかし

居住者が設計の想定値より少ない場合は外気取り入れ量を減らして省

エネを図ることが可能。外気条件，在室者数，喫煙の有無等常に変化

する条件に追従するため室内の CO2 濃度を検出し制御する手法が有

効。起動時には室内の居住者が出勤してないことが通常です。室温が

設定値に達し業務が始まるまで外気の取り入れを制限する事も有効な

省エネ対策となる。 ＮＯ.３ 

･外気冷房 

冷房時の空調の吹き出し温度はおおむね 15 度前後である。内部発熱

の多いビル等は気温が 15 度以下に下がった時期から外気を直接取り

入れて冷房することが可能となる。室内の状況，外気温度，外気湿度

を常に把握して運転方法を変えることは省エネに繋がる。 

ＮＯ.４ 
外気量 

･冷暖房ミキシングロスの防止 
 ４管式配管システム 
 ペリメーター 
    ／インテリア別系統 
  冷暖自動切換えユニット 

快適な居住空間を確保する，居住者の個別の要求を満足させる等の目

的で高度な空調システムが採用されている。これらのシステムは常に

状況を把握し，目的を達成させるために細かな調整（チューニング）

が必要である。居住者の判断で設定が変更され無駄な運転がなされて

いる事が見受けられるので常に状態把握を行い適正な状態に戻す事が

必要。 

ＮＯ.５ 

負荷の

低減 

混合ロス ･再熱制御システムの取りやめ 
冷房期，過剰な湿度条件を確保するため，冷却減湿を行いその後，加

熱，加湿を行うシステムが採用されている。検討の結果温度湿度条件

を緩和する事が可能であれば冷却のみの運転で達成できる。 
  

･台数制御運転方法の改善※※ ＮＯ.６,７

･手動によるこまめな調整 
   （※※に含む） ＮＯ.６,７

・熱源機種が違う場合の部分負

荷時の機器優先順位※※に含む
ＮＯ.６,７

･台数制御方式の設定値の変更

（容量・機種の違う場合）※※

に含む 

熱源機器が数台設備されているシステムにおいては運転方法の見直し

により省エネを図る。 
・機器能力の違う機器が設備されている場合，常に最高効率点 
 で運転するように負荷と機器性能を比較して運転機器を決定 
 する 
・方式の違う熱源機器が設備されている場合，部分負荷性能， 
 運転時期，空調室の温度設定等を考慮して最高効率を発生で 
 きる機器を選択する。 
・台数制御の設定点を変更する。手動により操作する等の操作 
 により著しい低負荷運転を避ける。 

ＮＯ.６,７

･（ガス冷温水機等）燃焼機の空

気比調整 
燃焼機器は常に最高効率点で運転されるように空気比を監視し調整す

る必要がある。取入空気温度の変化により年数回の測定調整が必要。
ＮＯ.８ 

･ボイラの設定圧力の調整 
ボイラーの蒸気圧力は，必要温度と搬送抵抗(配管内の圧力損失）で決

定される。設計条件は経年劣化，安全率を考慮している。現状を把握

し圧力等の再設定を検討する。 
ＮＯ.９ 

機器の

効率運

転 
熱源設備 

･冷水出口温度設定の変更 
（大負荷時・部分負荷時） 

冷房冷水温度は，必要除湿能力と空調機等の劣化（熱交換効率・風量

減）を想定して決定されている。機器の劣化が進んでいない時期や維

持管理が良い場合は冷水設定温度を多少高くすることも可能。中間期

等の低負荷時や湿度の低い時期には設定温度を変えることも可能。冷

水温度を高くする事は冷凍機の成績効率向上に繋がる。 

ＮＯ.１０,    

１２,１３

･温水出口温度設定の変更 
（大負荷時・部分負荷時） 

暖房温水温度は，室温と空調機等の劣化（熱交換効率・風量減）を想

定して決定されている。機器の劣化が進んでいない時期や維持管理が

良い場合は設定温度を多少低くすることが可能。低負荷時や外気温度

の高い時には設定温度を下げる事も可能。暖房温水温度を下げる事は

機器効率向上，熱ロス防止に繋がる。 

  

･冷却水温度の設定値変更 
冷却水温度は最高外気温度時に製造可能な温度を条件とし設定されて

いる。中間期から冬季は低く設定すれば冷凍機の成績効率は向上とな

る。調整変更にあたって冷媒圧力等の十分な検討が必要。 
ＮＯ.１１

 
機器の

効率運

転 

熱源設備 

･効率低下機器の整備・補修・交

換 

設備機器は運転時間の経過とともに，スケールの付着，軸受け等の転

がり抵抗増加等劣化現象が生じる。適正な保守管理を行うことにより

エネルギー削減に繋がる。 
  

 

表 4.1.1 省エネチューニング項目一覧表(1) 
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･冷温水量の変更（可能な範囲で

の大温度差化） 

空調機の能力はコイル出口温度に連動する。冷温水温度は最大負荷時

に条件を満足する温度，除湿能力で設定される。中間期等の低負荷時

や湿度の低い時期には出入口の温度幅を広くして流量を減らすことが

可能。 

ＮＯ.１３

･ポンプの変流量方式の改善（台

数制御・インバーター制御）※3

冷温水を一定流量で空調機等に送ると，低負荷時には温度差が小さく

なる。負荷に合わせ送水量を制御すると搬送動力の削減に繋がる。従

来は複数のポンプの運転台数を負荷に応じて制御する方式が採用され

ていたが，インバーターによりリニアに制御すると更なる省エネにな

る。 

ＮＯ.１４

･冷却水量変更 
中間期から冬季に冷却水温度を低く設定する事が可能。しかし冷媒圧

力等の対策が不十分な場合に水量を減らし出口温度を確保し搬送動力

の削減を図ることが可能。 
ＮＯ.１５

ポンプ類 

･蓄熱システムの省エネ運転 

蓄熱システムは夜間電力により作られた熱が毎日使い切れているか否

か常に管理しなければならない（夜間移行率）。さらに蓄熱槽に計画量

の熱量が貯められているかの管理も重要（蓄熱槽効率）。性能向上の対

策としては，成層装置の取り付け，計測点設定変更，制御シーケンス

の見直しがある。 

ＮＯ.１６

･送風量の変更 

送風機は最大負荷時の性能を確保する風量，更にフイルター等の汚れ，

機器の劣化を考慮した静圧性能で設置されている。人員・機器発熱等

が設計条件に達しない時期は風量等を減らし省エネを図ることが出来

る。 

ＮＯ.１７

･ＶＡＶ方式の送風温度の変更 
変風量方式の空調システムは通常吹出し温度を一定に設定している。

季節毎に冷凍機の効率，外気温度，空調負荷を総合的に検討し吹出温

度を変更する事によりエネルギー量の削減が図られる。 
ＮＯ.１８

 

搬送動

力の節

減 

空調機 

･コイル・フィルタの清掃 コイル・フイルターを常に清掃し通過抵抗を減らす事は搬送動力の低

減に繋がる。 ＮＯ.１９

･残業運転の短縮又は取りやめ

※4 
残業時のエネルギー削減を目的に，非使用室空調停止，早めの空調停

止，外気冷房等の検討を行う。   

･立ち上がり時間の短縮（※4 に

含む） 
空調運転開始時間を，季節毎に検討し立ち上げ時間を最適にする事は

エネルギー削減に繋がる。   

･非使用室の空調の停止 使用されてない室が空調されている場合は空調系統，発停回路等を再

検討することにより省エネを図る。   

･空調設備の間欠運転 室内温度条件等による空調器機の運転停止を，発停の温度設定値を大

きくする事により省エネルギーが図られる。 ＮＯ.２０

･ナイトパージ 夏季，夜間や早朝の冷気を取り入れ舘内の熱気を除去する。早朝の冷

気で舘内をプレ冷却する事で冷房負荷の削減を図る。   

空調設備 

･自動制御機器の点検 
自動制御機器の劣化により，室温，冷温水温度，風量が設定と違って

いる等の現象が生じる。定期的な測定を行い劣化があれば機器交換，

再調整の手段を講じる。 
  

･不必要個所の換気中止 日常使用されない室，自然な流れのある廊下等の機械換気を停止して

省エネを図る。   

運用対

応 
 

換気設備 
･間欠運転 

日常使用されない倉庫等の換気機器の運転を環境を維持できる最小時

間にする。必要に応じタイマー等を設備することにより電力消費量の

削減を行う。 
  

･高効率ランプ・灯具の採用 灯具の更新時には，Hf 蛍光灯等の高効率器具に変更する。   

･タイマー・スイッチによる自動

点滅 
外灯等においては，季節ごとにプログラムされたタイマーにより点灯

時間を減らす。便所等においては消し忘れ防止のタイマーを設備する。
  

照明関係 

･個別スイッチ・人感センサーに

よる点滅 

使用時間の少ない廊下，便所等の点滅を人感センサを設備して自動化

する。大部屋の事務室の中で使用頻度の少ない部分の照明回路を分け

る等の対策により，電力消費量の削減を行う。 
  

・給湯時間と範囲を短縮・制限

する 
セントラル給湯において使用時間帯等を考慮して系統分けを行う事に

より，配管からの熱損失と搬送動力低減を図る。   

給湯設備 
･給湯温度を低くする セントラル給湯方式の循環温度を下げる事により配管の熱損失を減ら

す。給湯循環還り水量を減らし熱損失と給水系統の搬送の低減を図る。
  

その他 

エレベー

タ 
･エレベータ･エスカレータの運

転を間引きする 

在館数が設計に比して少ない，朝夕以外は館内移動が少ない場合，同

一系統のエレベータ内の数台を停止したり，エスカレータの発停を人

感センサにて行う。 
  

表 4.1.2 省エネチューニング項目一覧表(2) 
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４．２ 省エネチューニングの実施手順 

(1) 省エネチューニングの実施計画 

対象建物に対する省エネチューニング項目が決定さ

れると，その実施にむけて計画を立案し手順を定め実

行することとなります。基本的な実行フローチャート

を図 4.2.1に示します。 

  

             

(2) 効果確認のための計測 

省エネ効果確認のため，測定・評価は重要であり，

これらは安価で容易に実施出来ることが求められます。 

 

測定点・測定間隔の決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

短すぎれば → データ処理が困難 

長すぎれば → 変化を見逃す 

測定できないデータ（公開データの活用） 

 屋外の気圧や風向きなどは，測定器を用意するのが困難な場合が多くあります。このような場

合は無料で公開されているアメダスデータ（地域気象観測データ）を利用されることをお奨めし

ます。（図 4.2.2） 

 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

実施計画の策定 

START

実施手順書の作成・承認 

実施前測定と記録 

チューニングの実施 

実施後測定と記録 

効果確認 

判 定 

効果のまとめ 

運転管理マニュアルの改定 

管理標準の見直し 

手順書の変更 

再 

中 止 

次のチューニング項目へ 

チューニング 

・  実施チーム編成，チーム責任者の決定 

・ チューニング対象設備と関連情報の整理 
・ 関係先の確認 
・ 効果確認方法の決定 
・ 実施タイムスケジュール 

・  チューニング後の状況追跡確認 

YES 

NO 

NO 

YES 

流れをつかんで，他の要素と「くらべる」ことが重要 

→ 比べるためには比較したい事象を同時に測る

比較したい事象 

1) チューニング前，チューニング後の使用エネルギー

2) チューニング前エネルギーを投入した結果（冷熱，

温熱，風量など） 

3) 測定時間帯の外乱要因（気象，在室人員，作業内容，

可動機器） 図 4.2.1 省エネチューニング項目 

の実行フローチャート 

図 4.2.2 アメダスデータの画面 
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(3) 省エネチューニング解説シート 

 省エネチューニング項目についての具体的内容を，解説シートにより解説します。 

 資料 NO．１ 

省エネチューニング解説シート 
対   象 空調設備 

項   目 室内温度設定条件の変更 

目   的 

過剰な室内温度環境は居住者にとって必ずしも良いサービスとはいえない。実際の室

内温度を確認した上で，快適性の確保と居住者の合意が得られる範囲で，夏期の冷房

設定温度を上げ，冬期の暖房設定温度を下げることにより，空調用消費エネルギーの

削減を図る。 

キーワード 冷暖房，室内温度設定，温熱環境，快適性 

＜概  要＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（参考資料：ビルの省エネガイドブック；(財)省エネルギーセンター） 

 ＜採用条件・留意点＞ 
※1．室内の熱的快適性は温度だけでなく，湿度・気流・放射の環境や居住者の代謝・着衣量にも影響される。

したがって，適正な室内温度は建物や室によって異なるので，建物の運用状態を十分に確認・評価する

とともに居住者の声を聞くことが重要となる。 
※2．テナントビルでは一般に居住者の満足度を重視する傾向が強く，室内温度設定の変更には慎重な立場

をとる建物管理者が多いと思われる。日常から，省エネルギーの観点で入居テナントに協力を求めていく

ことが大切である。 

◇ ビル管法（建築物における衛生的環境の確保に関する法律）では建築物環境衛生管理基準

として、“室内温度を 17℃以上 28℃以下”、“居室における温度を外気の温度より低くする場

合はその差を著しくしないこと”と定めている。 

◇ 建物の実際の運用においては、居住者からの要求や快適性とは無関係に室内温度が過剰に設

定されている場合がある。 

◇ 室内温度の実測値は、ビル管法の規定により２ヶ月に 1 回実施される空気環境測定の記録

などにより確認できる。 

◇ 快適性の確保と居住者の合意が得られる範囲で、過剰な室内温度設定を変更し省エネルギー

を図る。 

◇ 夏期は冷房設定温度を上げ、冬期は暖房設定温度を下げると省エネルギーになる。 

◇ 冷暖房それぞれについて設定温度を 1℃変更すると、熱源で消費されるエネルギーがそれぞ

れ約 10％削減される。 

過剰な室内温度設定

条件の変更による 

省エネのイメージ図

－夏期－ 
26℃→28℃
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省エネチューニング実施手順 室内温度設定条件の変更                  

① 室内温度の実測値を確認する 
・ 室内温度の実測値は，ビル管法の規定により２ヶ月に 1 回実施される空気環境測定の記録など

により確認をする。 
・ 室内環境は，通常複数室，複数ポイントについて測定を行うため，実測値の確認においては特

定の計測点だけに着目するのではなく，全体を見渡せるようにする。 
・ 室内温度は一般に季節によって変化するので，冷房時の室内温度としては最も外気温度が高い

時期，暖房時の室内温度としては最も外気温度が低い時期の実測データを，それぞれ最高温度・

最低温度として確認する。 
・ 室の利用状況を想定して，室内温度が過剰で温度設定を緩和できると判断される室がある場合

には検討や実施の対象とする。 
 

② 居住者の声を確認する 
・ 検討対象となる室の居住者に，“暑い”“寒い”など温熱環境に関する意見や“室内温度を変更

してよいか”などの合意をヒアリングやアンケートなどによって確認する。その際，趣旨を明

確にし，省エネルギーに対する理解を求めることが重要である。 
・ 建物によっては，居住者の合意を得ずに管理者の権限で室内温度設定の変更を行える場合もあ

る。 
・ 室内温度設定は簡単に元に戻すことができるので，まずは変更してみて温熱環境が許容できな

ければすぐ元に戻せるというように，気楽に考えてもらうことが大切である。 
 

③ 室内温度設定を変更する 
・ 室内温度設定を変更できると判断した室の空調機の温度設定値を変更。（夏期は冷房設定温度を

上げ，冬期は暖房設定温度を下げる。） 
・ 変更幅がある程度ある場合は，段階的に変更する方法もある。その場合は，一度変更して様子

を見てから次の変更を行うようにするのがよい。 
 

④ 実施結果を検証する 
・ 空気環境測定の結果などによって，変更後の室内温度の実測値を確認する。 
・ 必要に応じて居住者からも変更後の温熱環境に関する意見を求める。 
・ 室内温度が管理標準から外れていたり，居住者から“暑い”“寒い”などのクレームが発生した

りした場合は，温度設定を元に戻すなど適宜対応を行う。 
・ 可能な限りにおいて，室内温度設定変更後の空調消費熱量やエネルギー消費量の実績値を比較

評価する。 
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 資料 NO．２ 

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調設備 

項   目 外気量の削減（炭酸ガス濃度による外気導入量の調節） 

目   的 

一般に，居室においては汚れた空気を除去するため外部から外気を取入れており，そ

の取入れ量は設計与条件で定めた人員数と一人当たりの外気導入量から決められて

いる。空気の汚れの指標となる CO2（炭酸ガス）濃度を監視しながら，環境基準に応

じて外気導入量を調節することによって，外気負荷を減らし省エネルギーを図る。 

キーワード 外気負荷，外気導入量制御，CO2濃度 

＜概  要＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（参考資料：ビルの省エネガイドブック；(財)省エネルギーセンター） 

 ＜採用条件・留意点＞ 
※1．CO2 濃度による自動制御を行う場合は工事費が必要。 
※2．近年，建物の高気密化や内部発熱の増大などにより，中間期などでは外気導入量を増やした方が冷房

負荷の削減により省エネルギーとなる場合が多くある。室内の温度設定や外気の温湿度などから，外気

導入量の増減とエネルギー消費量の関係を判断した上で調整する必要がある。（簡便な手法として季節

毎にダンパ開度の変更を行う方法がある。） 
※3．近年，特に都市部において外気 CO2 濃度が換気計算上想定した値を大きく上回る傾向となっており，外

気導入量削減による省エネルギー効果を期待しにくくなっている。 

◇ 室内空気の汚れは CO2 濃度を代表指標として判断できる。 

◇ ビル管法（建築物における衛生的環境の確保に関する法律）における建築物環境衛生管理基準

として、室内の CO2 濃度は 1,000 ppm 以下と定められている。（総合的な空気汚染の指標） 

◇ 建物の実際の運用においては、人員数が設計与条件よりも少ない場合が多く、隙間風による換気

の影響もあることから、室内環境基準の上限値を大きく下回る CO2 濃度を確保している場合があ

る。 

◇ 基準 CO2 濃度（1,000 ppm 以下）を設定し、室内の CO2 濃度を監視しながらダンパ開度を変更す

ることによって外気取入れ量を低減させる。 

◇ 手動によって通常の外気取入れ量を変更する方法と、室内 CO2 濃度によって外気取入れ量を自

動制御する方法（CO2 制御）※１）がある。

外気取入れ量削減による省エネルギーのイメージ図 
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省エネチューニング実施手順 外気量の削減（炭酸ガス濃度による外気導入量の調節）    

① 室内 CO2濃度の実測値を確認する 
・ 室内 CO2濃度の実測値は，ビル管法の規定により２ヶ月に 1 回実施される空気環境測定の記録

を参考とする。 
・ 室内環境は，通常複数室，複数ポイントについて測定を行うため，実測値の確認においては特

定の計測点だけに着目するのではなく，全体を見渡せるようにする。 
・ また，室内 CO2 濃度は季節によっても大きく変化している場合があるので，少なくとも最近 1

年間の実測値を確認する。 
・ 室内 CO2 濃度がビル管法の基準（1,000 ppm 以下）を超えているか，またはそれに近いエリア

については，外気取入れ量を削減しての省エネルギーを行う余地はないと考えられるので，対

象外とする。 
・ 室内 CO2濃度が年間を通してビル管法の基準（1,000 ppm 以下）を大きく下回っているエリアに

ついては，気取入れ量を削減して省エネルギーを行う余地があるので，このようなエリアを対

象とする。 
 
② 外気ダンパの調節などによって外気導入量を変更する 
・ 対象エリアの系統の空調機や外調機の外気ダンパを絞ることによって，外気導入量を削減する。

ただし，中間期などでは，外気導入量を削減することによって，かえって空調エネルギー消費

量が増大する可能性があるので，季節毎にダンパ開度の変更を行うなど，こまめに調整を行う

必要がある。 
・ 外気導入量を調節した後も，室内 CO2濃度はビル管法の基準値内に収める必要があるので，最

低でも 1,000 ppm 以下になるようにする。 
・ 室内 CO2濃度は 1,000 ppm 以下であっても許容されるかどうかはビル毎に異なるので，居住者

の声なども参考にしながら再調整を重ねることを推奨する。 
・ 予算の確保ができれば，室内 CO2濃度によって外気導入量を自動制御する方法も検討できる。

この場合は，専門業者に相談されることを推奨する。 
 
③ 実施結果を検証する 
・ 外気導入量調整後も空気環境測定の結果などによって，室内 CO2濃度の実測値を継続して確認

する。 
・ 室内 CO2濃度は，最低でも 1,000 ppm 以下であることを確認し，もし 1,000 ppm を超えていた

場合は，再度外気導入量の調整を行う。 
可能な範囲において，外気導入量調整後の空調消費熱量やエネルギー消費量の実績値を比較評

価する。 
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 資料 NO．３  

省エネチューニング解説シート 
対  象 空調・換気設備 

手   法 （冷暖房時の）予冷・予熱時の外気取り入れ停止 

 

目   的 

新鮮な外気を取り入れることは不可欠だが，空調を起動した直後の予冷・予

熱時には在室者がいないため新鮮外気の必要性は少ない。予冷・予熱時に外

気取り入れを停止して余分なエネルギー消費を削減する 

キーワード 外気，ダクト，ウォーミングアップ，CO２，シックビル 

＜概  要＞ 

始業時刻に室内が適切な温度になるように，出勤時刻より前から熱源や空調機は予冷（予熱）運転

を始めるが，その時点では在室者がほとんどいないので，外気を取り入れる必要性は少ない。しか

し，予冷・予熱時でも通常の運転時と同じだけ外気を取り入れている場合がある。 

外気量は，室内を循環する空気の量に比べて風量は少ないが，夏の高温多湿，冬の低温乾燥空気を

快適な状態にするために多大なエネルギー（外気負荷）を使用している。したがって，予冷・予熱

時に外気を停止すれば，外気ファンの動力だけでなく熱源で消費するエネルギーも削減できる。 

暖房時は，建物内が冷え切り，外気温度も低いため，一般的に朝の予熱時間帯が暖房エネルギーの

ピークになる。そのため，厳冬期・寒冷地では，予熱時の外気量削減による効果が非常に大きい。

逆に，冷房運転する場合，夜間に室内にたまった熱気や臭気を排出するには，気温の低い朝のほう

が換気に適しているため，予冷時に積極的に外気を取り入れた方が省エネルギーになる場合もあ

り，室内と外気の温度やエンタルピにより，外気取り入れを停止するか積極的に取り入れるかを判

断する必要がある。 

ただし，室内環境の問題（シックビル）があるため，化学物質の発生量が多い竣工や改修の直後，

週末に薬剤によるカーペット清掃後などを行ったあとは，問題が生じないように外気量を増やす配

慮が必要である。 

（参考資料：ビルの省エネガイドブック 2004 ほか，（財）省エネルギーセンター） 
 ＜採用条件・留意点＞ 

・予冷や予熱の時間そのものをもっと短くできないか，熱源機の運転スケジュールも含めて見直し

を行う 

・ 始業前に清掃を行う場合は，臭気やホコリを排除するためにある程度の外気量が必要なので，

様子を見ながら外気量を加減する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 26

省エネチューニング実施手順 予冷・予熱時の外気取り入れ 

実施手順を下の図１に示したが、予冷・予熱時の外気取り入れ停止は、毎日かつ始業前の作業なので、

手動でも不可能ではないが、自動制御でスケジュール運転することが現実的である。 

なお、外気量を削減して省エネルギーを行う手法にはいくつかの方法があるが（図２）、予冷・予熱時

の外気取り入れ停止は、在室者がほとんどいないため、空気質の悪化などによる問題を引き起こしに

くく、送風量変更による圧力バランスによる問題も起こしにくいので、最初に取り組むのに適切な省

エネ手法である。予冷予熱時の外気導入停止後を実施した後は、最終的には(4)ＣＯ２センサによる外

気ダンパ自動制御の段階まで進むことが望ましい。 

 

 

 

 

 

部屋の現在の定員、燃焼器具、 

喫煙、臭気など室内状況を確認 

(2)実使用者×20ｍ3 に 

外気量を調節 

【手動による長期的な 

ダンパの設定変更】 

使用者数の変動を調べる 
（残業者数・休業日など） 

(3) 曜日や残業時の使用者数の 

変動にあわせて 

外気導入量を変更する 

【スケジュール運転か手動による 

短期的なダンパ設定変更】 

＜リニューアル＞ 

(4)CO２センサによる外気量 

自動制御の導入 

【CO２によるリアルタイムの 

外気導入量設定変更】 

(1)予冷・予熱時の 

外気取り入れ停止※ 

室温が適温になるまでにかかる時間を調査 

（予冷・予熱に必要な時間を確認） 

暖房の予熱時間の外気導入を停止する 

（自動制御のスケジュールを変更する 

or 外気ダンパにタイマを組み込む 

or 手動で開閉する） 

夏期から中間期の予冷時の外気状況を 
気象データ等で調査 

（冷房運転の予冷時に、外気を停止するか 
積極導入するかの判断） 

始業時，臭気ホコリ、室
内温度等問題ないか？ 

予冷・予熱時のダンパ動作等 

空調システムの調査 

（外気系統のダンパの自動化などの状況） 

予冷・予熱時間をなるべく短く設定し直す 

（都市熱などで） 
予冷時の外気温やエンタ

ルピが高い？ 

＜リニューアル＞ 

エンタルピによる外気取り入の

自動制御の導入 

冷房の予冷時間の 

外気取り入れを 

停止する 

問題ない 

ほとんど高い 低いことが多い

外気冷房（ナイトパージなど） 

の検討

問題あり 
送風量や送風時間 
見直し

図１ 省エネ手法実施手順 

図２ 外気関連の省エネ手法実施手順 
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 資料 NO．４ 

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調・換気設備 

手   法 中間期の外気冷房による省エネルギー 

  

  

目   的 

人体，照明のほか，近年ではパソコン等ＯＡ機器による室内発熱が増加している。そ

のため，中間期，場合によっては冬期の一部時間帯に冷房が必要になる部屋は多い。

この冷房に，外気冷房を採用し，エネルギーを削減する。 

キーワード 中間期，室内発熱，外気，ダクト 

＜概  要＞ 

住宅では気候の良い時期には窓をあけるだけで室

内を快適な温湿度にできる。しかし，ビルの場合

には，外部風圧・煙突効果・防犯や落下などの安

全上の理由で，窓の開閉ができない，または窓の開閉だけでは不十分なことが多い。そのため，一般

のビルは，もともと外気を取り入れるダクトやファンを持っている。そこで，室外エンタルピが，室

内エンタルピより低いときに，外気取り入れの機能を利用して，冷凍機を運転せずに送風だけで冷房

を行うのが外気冷房である。 

■試算例 

室内負荷 60W/m2（人 25W/m2，照明 20W/m2，OA15W/m2）に対して，外気冷房を 4，5，6月と 10，11 月の

5ヶ月間実施した場合 

   60W/m2×1,200h/年×70％（冷房稼働率）=50kWh/m2･年 の室内負荷が存在する。 

 空調面積が 10,000m2 で室内負荷の 30％が削減できたとすると 

   50kWh/m2･年×10,000m2×30％=150,000kWh/年 

 冷凍機の COP を 3.0 とすると，電力消費量の年間削減量は 

   150,000kWh/年÷3.0＝50,000kWh/年 

電力削減量 50,000kWh/年 

（参考資料：ビル省エネルギー総合管理手法，2000. （社）日本ビルエネルギー総合管理協会） 

＜採用条件・留意点＞ 

・冬期は室内湿度を維持する加湿エネルギーの方が大きくなり，居室の外気冷房は困難。 

・外気取り入れを削減して省エネルギーを行う，予冷予熱時の外気取り入れ停止やＣＯ２による外気

取り入れ制御などの省エネ手法と矛盾しないように調整する。 

・全熱交換器が設置されている場合，外気冷房時は全熱交換器を停止しバイパス経路を通すことが必

要。 
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A
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省エネチューニング実施手順 中間期の外気冷房 

既存建物で，空調設備が外気冷房用に設計されていない場合，外気のダクトや取り入れ口（ガラ

リ）が小さく，必要風量が取れない場合がある。そのため，あらかじめ空調設備の仕様を確認して，

どの程度外気冷房することが可能かをチェックし，外気の条件と勘案して外気冷房を行うかを確認

する。 外気に関連する空調設備の調査 

（外気ダクトの太さ・ファンの能力・ 

全熱交換器およびそのバイパスの有無 

外気用フィルタの能力） 

夏期から中間期の外気状況を 
気象データ等で調査 

（外気冷房か外気を削減するかの判断材料） 

 窓を開けられるビルでは、「窓を開けることによる換気」についても一考の余地がある。

この場合にはファンの動力も不要である。 

 

 特に、休日や残業時には、一部の区域のために冷凍機を運転する必要が無い（運転しない

規則になっている）ため、実際には窓を開けて外気冷房をしている建物は予想以上に多い。 

 

 この場合は以下の点について検討する必要がある。 

  ・窓を開けるだけでも、人がいる部屋の換気量が不足しない 

  ・窓を開けても安全上などの問題がない 

   （強風時や窓の閉め忘れも考慮） 

  ・網戸が設置可能または設置済み 

全熱交換器が設置されている場合、外気

冷房時は全熱交換器を停止し、バイパス

経路を通すことが必要。 

（都市熱などで）外気温や
エンタルピが 

高い？ 

＜リニューアル＞ 

エンタルピによる 

外気取り入の 

自動制御の導入 

外気取り入れを 

削減する省エネ手法 

（ＣＯ２制御、外気ダンパを

絞るなど）を検討 

ほとんど高い 低いことが多い

外気冷房 

の実施 

（ナイトパージ 

も含む） 

新鮮外気をほとんど必要とせず、顕熱の

処理だけが必要な部屋（電算室・電気室）

では、外気冷房するよりパッケージなど

を運転した方が省エネルギーになる場

合がある。 

外気冷房期間中に、例外的に暑い日があ

った場合に備えて、冷房運転に切り換え

ることが可能かどうか、季節切り替えの

作業内容や時期についても検討が必要。

外気冷房実施後の確認事項 

・室内の粉塵量の確認 

・送風機（空調機）と連動して熱源機器が作動して 

 いないか確認 

・全熱交換器が設置されている場合，外気冷房時は 

 全熱交換器が停止していることを確認 

外気を多く取り入れると、屋外の粉塵や

スギ花粉等の問題が生じる可能性もあ

るので、フィルタの性能や交換頻度につ

いても検討が必要 
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 資料 NO．５ 

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調設備 

項   目 冷暖房ミキシングロスの防止 

目   的 

同一室の空調機器において，ペリメータ系統が暖房運転でインテリア系統

が冷房運転を行っている場合，ペリメータの温風とインテリアの冷風の間

で混合が起こり，暖房負荷・冷房負荷共に増加する室内混合損失が発生す

る場合がある。室内混合損失の発生状況を把握し，設定温度や運転方法な

どを見直すことによってその防止を図る。 

キーワード 冷暖房，ペリメータ，インテリア，混合損失（ミキシングロス） 

＜概  要＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ＜採用条件・留意点＞ 
※1．一般に室内混合損失は顕在化しにくいため，その発生の把握に注意を払う必要がある。 

※2．ペリメータの設定温度を下げると，温風が欲しい時でも室温吹きや冷風吹きとなる場合が多くなるので環境

上許容できるかどうか注意が必要となる。 

※3．運転方法の見直しは運転制御上可能な場合に限る。 

※4．運用上の制約で，設定温度や運転方法の見直し等が実施できない場合は，サーモ位置や吹出方向・吸込

位置・風量の変更等，空調システムの調整が必要な場合もある。この場合は一般に工事費が必要となる。 

◇ 近年、オフィスビルなどにおいては建物の高気密化や室内内部発熱の増加により、インテリア系統

の空調機器は室内に対して年間に亘って室温より低温の冷風を吹くことが一般的になっている。 

◇ 一方、ペリメータ系統では窓などによって外部環境の影響を受けやすいため、冬期には暖房運転

となり温風を吹くことがある。 

◇ ペリメータ系統が暖房運転でインテリア系統が冷房運転を行っている場合、ペリメータの温風とイン

テリアの冷風の間で混合が起こり、暖房負荷・冷房負荷共に増加する室内混合損失が発生する場

合がある。 

◇ 室内混合損失の発生は、ペリメータ・インテリア各系統の空調機器の運転モードや吹出温度、消費

熱量の実績などによって総合的に判断する。※１） 

室内混合損失の発生が認められた場合は、設定温度や運転方法の見直し（ex.ペリメータの設定温度

をインテリアの設定温度よりも下げる※２）、ペリメータ空調機器の暖房運転を朝の立ち上がり時などに限

定する※３））などによってその防止を図る� " 

室内混合損失発生 
状況のイメージ図 
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省エネチューニング実施手順 冷暖房ミキシングロスの防止 

1.室内混合損失の発生状況を確認する 

・ 同時にペリメータ系統が暖房，インテリア系統が冷房となる運転状態が発生する可能性はない

か，または発生していないかについて調査・確認を行う。 
・ 暖房消費熱量と冷房消費熱量のそれぞれの推移や相互の関係を注意深く確認する。外部環境に

対して暖房消費熱量や冷房消費熱量が不自然な結果となっている場合（ex.中間期から冬期に向

かって冷房消費熱量が増大しているなど）や，暖房消費熱量や冷房消費熱量が相関して大きな

値を示している場合などは，室内混合損失の発生が疑われる。 
・ これらを総合して室内混合損失の発生が認められる場合には，ペリメータ・インテリア各系統

空調機器の設定温度や運転方法，サーモ位置などの状態をできる限り把握する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

2.室内混合損失防止対策を行う 

・ 把握した混合損失発生状況に対して，可能な範囲で以下の対策などを実施することによって室

内混合損失の防止を図る。 
・ ペリメータの設定温度をインテリアの設定温度よりも下げる 
・ ペリメータ空調機器の暖房運転を朝の立ち上がり時などに限定する 
・ サーモスタット位置や吹出し方向・吸込み位置・風量など空調システムの調整を行う 

・ 空調システムの調整を行う場合は，専門業者に相談することを推奨する。ただし，一般に工事

費が発生する。 
3.実施結果を検証する 

・ 対策実施後，再度暖房消費熱量や冷房消費熱量を検証することによって，室内混合損失が解消

されたことを確認する。 
・ 室内混合損失が解消していないと判断される場合は，対策案を再検討し実施する。 
・ 可能な範囲において，室内混合損失防止対策後の空調消費熱量やエネルギー消費量の実績値を

比較評価する。 

暖房・冷房消費熱量から室内混合損失を確認した事例（11 月に混合損失が発生）
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 資料 NO．６ 

省エネチューニング解説シート 
対   象 空調設備 

項   目 台数運転制御方式の改善（熱負荷による熱源運転発停順位の変更） 

目   的 

 異なった容量の熱源機でシステムが構成されている場合，熱負荷の多少

により運転効率が最適になるよう発停順位を変更し，省エネルギーを図る。

キーワード 台数制御 小負荷運転  

＜概  要＞ 

◇ この作業は負荷が減少する中間期に行う。 
◇ 異なった容量で熱源機器が構成されている場合に有効である。 
◇ 日常の熱負荷データ，熱源機器運転記録より判断する。 
◇ 一般的にターボ冷凍機，チラーなどは小負荷運転時にＣＯＰが低下する傾向がある。 
◇ ピーク熱負荷により，その期間の主運転機を決め，熱源機が小負荷・低効率運転状態になる

のを防ぎ，省エネを図る。 
◇ ポンプ運転も小温度差大水量運転から大温度差小水量運転になり，省エネが図れる。 
◇ 時間ごとの熱負荷，熱源機器の運転時間，外気温湿度などの運転状況を記録する必要がある。

 

  

ポンプ動力

熱負荷

時間

２台目能力

ポンプ動力

２台目動力

１台目動力

熱負荷

１台目能力

１台目運転 ２台目運転 １台目運
転  

適正負荷時

小負荷時

０ ５０ １００％
負荷率

ＣＯＰ

COPの低下

 
 ピーク負荷時の熱源機・ポンプの運転パターン 熱源機の負荷率とＣＯＰ 
 

  

ポンプ動力

熱負荷

時間

熱負荷

１台目能力

２台目能力

ポンプ動力

２台目動力

１台目動力

１台目運転  

ポンプ動力
熱負荷

時間

熱負荷 ポンプ動力

２台目動力２台目能力

運転順位を変更する

１台目能力 １台目動力

１台目運転  
  チューニング前の運転状況 チューニング後の運転状況 

 ＜採用条件・留意点＞ 
※ ガス焚冷温水発生機で部分負荷時に効率がアップする機器がある。ポンプ搬送動力とガ

ス消費量の省エネ比較を行う必要がある。 
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省エネチューニング実施手順 台数運転制御方式の改善(熱負荷による熱源運転発停順位変更) 

 
① 建物ピーク熱負荷の確認 

・ 中央監視盤計測データや機器の運転データにより日ピーク熱負荷を確認する。 
・ 各熱源機の運転時間を確認する。 
・ 各熱源機が運転指令を受ける熱負荷値を確認する。 
 

② 運転順位の変更 
・ 負荷が減少し先発大容量機の運転のみとなり，ピーク負荷が小容量機出力以下の日が

続いた場合にチューニングを行う。 
・ 大容量熱源機先発から小容量機先発に運転設定を変更する。 
 

③ 実施結果の検証 
・ チューニング前とチューニング後で熱源機の燃料消費量，ポンプの電力消費量を確認

する。 
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 資料 NO．７ 

省エネチューニング解説シート 
対   象 空調設備 

項   目 台数運転制御方式の改善（中間期における熱源運転台数の制限） 

目   的 

 複数台数の熱源機でシステムが構成されている場合，熱負荷の多少により運転台

数が最適になるよう制御されている。ただし熱負荷の状況によっては，熱源機のハ

ンチングが生じる。そこである条件下になった場合強制的に熱源運転台数を制限

し，運転効率を高めポンプ動力の低減を行い，省エネルギーを図る。 

キーワード 台数制御 小負荷運転 搬送動力 

＜概  要＞ 

◇ この作業は負荷が減少する中間期に行う。 
◇ 日常の熱負荷データ，熱源機器運転記録より判断する。 
◇ その期間のピーク熱負荷により最大運転台数を決め，熱源機が過大な運転台数により部分負

荷・低効率運転状態になるのを防ぎ，省エネを図る。 
◇ ポンプ運転を小温度差大水量から大温度差小水量運転にすることにより省エネを図る。 
◇ チューニング期間中のトラブル防止のため，時間熱負荷，熱源機器の運転状況，外気温湿度

などを監視する必要がある。 
   

  

ポンプ動力

熱負荷

時間

１台目能力

ポンプ動力

３台目動力

２台目動力

１台目動力

熱負荷

２台目能力

３台目能力

１台目運転

２台目運転

３台目運転 ２台目運転 ３台目運転 ２台目運転

 

若干の温度上昇有り 熱負荷

ポンプ動力

時間

３台目能力

１台目能力

熱負荷

１台目動力

休　　　止

ポンプ動力

３台目動力

２台目動力２台目能力

１台目運転 ２台目運転 ２台目運転

 
  チューニング前の運転状況 チューニング後の運転状況 
 

  

２台運転時の負荷率

３台運転時の負荷率

０ ５０ １００％
負荷率

ＣＯＰ

COPの低下

 
  熱源機の負荷率とＣＯＰ 

 
 ＜採用条件・留意点＞ 

※1. 精密な温湿度制御を行っている空調ゾーンがある場合，規定送水温度より多少の上昇・下降で

もトラブルになる可能性がある。 
※2. ガス焚冷温水発生機で部分負荷時に効率がアップする機器がある。ポンプ搬送動力とガス消費

量の省エネ比較を行う必要がある。 
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省エネチューニング実施手順 台数運転制御方式の改善(中間期における熱源運転台数の制限) 

①建物ピーク熱負荷を確認 
・ 中央監視盤計測データや機器の運転データにより日ピーク熱負荷を確認する。 
・ 冷温水の往還温度差を確認する。 
・ 各熱源機の運転時間を確認する。 
・ 各熱源機が運転指令を受ける熱負荷値を確認する。 
・ 熱源機のうち１台がピーク負荷時に頻繁に発停を繰り返していれば，チューニング作

業を行う時期の判断材料になる。 
・ 頻繁に発停を繰り返す熱源機の運転開始熱負荷値とビルのピーク熱負荷値を比較す

る。 
 

②ハンチング熱源機追従運転の停止 
・ 計算上追従運転を止めてもピーク時負荷が運転熱源機熱出力の 105％～110％程度の

日が続いた場合，追従運転制御を行わないよう熱源制御設定を変更する。 
・ 運転の状況により送水温度が設定値以上（以下）になる場合がある。中間期の場合，

送水温度が 1℃～２℃超過しても室内の温調に影響を与えない。 
・ 特異日による急激な熱負荷上昇もあるので，設定変更後も熱負荷や熱源機の運転状態

を監視する。必要であれば手動で追従機の運転を行う。 
 

③実施結果の検証 
・ チューニング前とチューニング後で熱源機の燃料消費量，ポンプの電力消費量を確認

する。 
・ 熱源機運転データで過負荷の傾向が見られたら，設定を戻す。 
・ 休止機器を固定せず，ローテーションをかけて各機器の運転時間の平準化を行う。 
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 資料 NO．８ 

省エネチューニング解説シート 
対   象 ボイラ，冷温水発生機 

項   目 燃焼機の空気比調整 

目   的 

ボイラ，冷温水発生機等の燃焼装置（バーナー）において，燃料を完全燃焼させ

るためには理論空気量に対し，若干過剰な空気が必要である。しかし，空気があ

まり過剰であると排ガスが増大し，排ガス熱損失が大きくなる。 
空気比（実空気量／理論空気量）を適正に調整することにより，省エネルギーを

図る。 

キーワード 空気比，理論空気量，排ガス量，排ガス濃度 

＜概  要＞ 

◇  
 
 
◇ 燃料や燃焼機の種類によって空

気比は異なるが，ビルで用いられ

るボイラや冷温水発生機，真空ヒ

ータの空気比は，液体燃料，気体

燃料とも 1.2～1.3 である。 
◇ 現状運転状態での空気比が 1.2～

1.3 に対して大きな値の場合，チ

ューニングの余地がある。 
◇ チューニング効果 

空気比を低減することによる

省エネ効果（燃料低減率）は，図

１の通り。例えば，排ガス温度

200℃，ガス燃料で空気比 1.6 を

1.2 にチューニングした場合，約

3％の省エネとなる。 
 
 

図１．空気比調整による燃料低減率 
（出典：2005 ビル省エネ手帳 P24,P25，  

（財）省エネルギーセンター） 
 ＜採用条件・留意点＞ 
※1. 本チューニングは，実施作業者は原則として専門業者とすること。 
※2. 管理者の役割は，不着火等のトラブルを過度に意識するあまり，空気比を過大に調整して

いないかをチェックし，保守点検業務に反映させることである。 

O2：排ガス中の酸素体積割合 
実空気量 0.21

理論空気量 0.21－O2
空気比＝ ＝

3.03.0
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省エネチューニング実施手順 燃焼機の空気比調整 

空気比の確認 
・燃焼装置点検業者の定期点検表や運転日誌から現状の空気比又は排ガス O2濃度を確認

する。 
・空気比が 1.2～1.3（又は排ガス O2濃度が 3.5～4.8％）の範囲となっているかチェック

する。 
 
②チューニングの必要性判断 

・空気比が概ね 1.3 以上，排ガス濃度で概ね 4.8％以上の場合で特別な理由が無ければ，

チューニングを検討する。 
 

③チューニングの実施 
・燃焼装置点検業者に運転に支障のない空気比まで下げるよう調整を依頼，実施する。 
・チューニング後の燃焼状況に異常がないかを確認する。 
 

④チューニング効果の確認 
・チューニング前後の月間，年間燃料使用量を比較し，チューニング効果を確認する。 
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 資料 NO．９ 

省エネチューニング解説シート 
対   象 空調設備 

項   目 蒸気ボイラ設定圧力の調整 

目   的 

蒸気ボイラの供給圧力を２次側機器の加熱加湿に必要な蒸気圧力を満足できる

最小圧力に調節して，過剰過熱・加圧を抑制し省エネルギーを図る。 

キーワード ボイラ 供給圧力 減圧弁 蒸気 

＜概  要＞ 

◇ 蒸気ボイラで加熱・加湿を行っているシステムに適用できる。 
◇ ２次側負荷の供給点において所定圧力になるようボイラ側の供給圧力を調節し，過剰な過熱

を抑制して省エネルギーを図る。 
（サンプル事例） 
◇ 事務所ビル 中央式給湯システム 蒸気加熱量 100kW（0.2MPa 164kg/h） 

減圧弁仕様：0.3MPa→0.2MPa（現状 0.5MPa→0.2MPa） 全負荷相当時間 700h  
 現状蒸気ボイラ供給圧力：0.6ＭＰa 

 ﾁｭｰﾆﾝｸﾞ蒸気ボイラ供給圧力：0.4ＭＰa（減圧弁で設計圧力 0.3MPa になる最低圧力） 
 （高圧運転と低圧運転の概略ボイラ投入熱量比較） 
 （0.6ＭＰa ｴﾝﾀﾙﾋﾟ 2,756 kＪ/kg－0.4ＭＰa ｴﾝﾀﾙﾋﾟ 2,738 kＪ/kg）×164kg/h×700h 
 ＝▲2,066MJ/年  
 

 

R
減圧弁

減圧弁
R

ボイラ

減圧弁　0.5MPa　→　0.2MPa

0.6MPa

 

R
減圧弁

減圧弁
R

ボイラ

減圧弁　0.3MPa　→　0.2MPa

0.4MPa

 

 チューニング前の圧力 チューニング後の圧力 

 ＜採用条件・留意点＞ 
※ 各供給点における設計蒸気圧力の確認，減圧弁装置調整が必要である。 
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省エネチューニング実施手順 蒸気ボイラ設定圧力の調整 

 
①各供給点の設計圧力を確認 

・各供給点の設計圧力を確認する。 
・減圧弁装置，安全弁の設定圧力を確認する。 
 

②ボイラ供給圧力の調節 
・ボイラ供給圧力を段階的に下げ，各供給点が所定圧力になるように調節する。 
・供給点が多数ある場合，最初に所定圧力に下がった供給点が出た時点でボイラの減圧

作業を終了する。 
・各負荷において所定の能力が出ていることを確認する。 
（最大負荷時における水温や室内温湿度等） 

・能力不足が起きた場合，ボイラ圧力を再調節し各負荷の所定能力が出るようにする。 
 

③実施結果の検証 
・チューニング前とチューニング後でボイラ燃料消費量を確認する。 
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資料 ＮＯ．１０     

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調設備 

項   目 冷水出口温度の設定変更（ターボ冷凍機） 

目   的 
冷水温度が高いほど，ターボ冷凍機の効率がよくなるので，冷房ピーク時は標

準値とし，それ以外の時期は９～１０℃として省エネルギー運転をはかる。 

キーワード 冷水温度，遠心冷凍機の効率，成績係数 

 

 

 

＜ 概  要 ＞ 

◇ ターボ冷凍機圧縮機の特性は，冷媒の温度ヘッド（蒸発温度と凝縮温度の差）と吸込み風量（冷

凍容量にほど近似）によって表すことが出来る。 
◇ 冷水出口温度を高くすると，冷媒の蒸発温度も高くなり，温度ヘッドが低下し冷凍能力当たり

の圧縮機の所要動力が削減される。 
◇ 冷水温度７℃と９℃とを比較すると所要動力は８％減少する。 
◇ 冷水温度を高くすると，同一冷凍機の能力を増加させることとなり，複数冷凍機による台数運

転の場合は，冷凍機の増段を抑制し，ポンプ補機動力を含む冷凍機システム全体のエネルギー

効率を改善することが出来る。 
（出典：「２００５年ビル省エネ手帳」（財）省エネルギーセンター） 
＜採用条件，留意点＞ 

※ 1：冷水温度を高くすると，室内側の空調能力が損なわれること（「除湿性能の低下等」）がある

ので，室内計測で確認する。 
※ 2：冷水温度を高くすると，空調機冷却コイルの冷水出入り口温度差が減少して冷水要求量が増

え，冷水ポンプの搬送動力が増加するので，冷凍機側の削減との見合いが必要である。 
※ 3：蒸気圧縮冷凍機サイクルによる冷凍機には，この手法が適用可能である。 
   （吸収冷凍サイクルについては，別の解説シートによること） 
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省エネチューニング実施手順 冷水出口温度の設定変更（ターボ冷凍機） 

① 冷凍機の稼働状況確認 
・ 冷水の設定温度と現状値を確認し，制御機構を調べる。 

  （メーカーのサービス部門に，不明点は相談する。） 
・ 冷房シーズンの初めからピークを含め，冷凍機の負荷率実績を確認する。 

 
② 二次側の空調性能に問題がないか確認 

・ 冷水供給先の空調機やファンコイルユニットを確認する。 
・ 空調条件の厳しいエリアがある場合は，冷水温度の設定変更に伴う影響を検討する。 

 
③ 冷水温度の設定変更実施 
・ 設定変更の手順については，冷凍機メーカーのサービス部門に確認し実施する。 
・ 変更をしたら，冷凍機の稼働状況が安定的であることを確認する。 

 
④ 実施結果の検証 
・ 実施削後の冷凍機や補機類の消費電力を記録し，効果を確認する。 
・ 対象となる空調エリアの温湿度をフォローし，クレームがないことを確認する。 
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資料 ＮＯ．１１  

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調設備 

項   目 冷却水温度の設定変更（吸収冷温水発生機） 

目   的 

冷却水入口温度が低いほど吸収冷温水発生機の効率がよくなるので，冷房ピー

ク時は標準３２℃以下とするよう管理し，それ以外の時期は設定を下げて省エ

ネルギー運転を図る。 

キーワード 冷却水温度・吸収冷温水発生機の効率 

＜概  要＞ 

◇ 吸収冷温水発生機は，同一能力でも冷却水入口温度が低いと燃料消費率が良くなり，消費量が

削減される。 
◇ 外気湿球温度が低下すると，同一負荷でも冷却塔出口温度（冷凍機の冷却水入口温度）は下が

る。 
◇ 図は，ガス吸収冷温水発生機の冷却水入口温度変化の特性を示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（参考資料：「２００５年ビル省エネ手帳」（財）省エネルギーセンター） 
＜採用条件，留意点＞ 

※ 1：吸収冷凍機は，その構造上の制約で冷却水入口温度の下限値がある。冷却水入口温度の設定

には，メーカーに確認する。 
※ 2：冷却水温度の設定は，冷凍機本体ではなく冷却塔廻りの計装によっている。一般的には，冷

却塔ファンの発停制御であるが，三方弁による温度制御を実施しているものもある。 
※ 3：冷却水温度を下げるために冷却ファン動力が増加することとなるので，冷凍機本体の入力削

減との見合いを行うこと。 
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省エネチューニング実施手順 冷却水温度の設定変更（吸収冷温水発生機） 

① 冷却水回路の確認 
・ 冷却水の設定温度と現状値を確認する。 
・ 冷凍機と冷却塔・冷却水ポンプで構成される配管路を確認する。 
・ 冷却水温度制御の計装システムを確認し，冷却温度サーモの設定機構を調べる。 

（不明点は計装サービス会社等の専門家に相談する。） 
・ 冷却塔のファンのモータ容量と，容量制御方法を確認する。 

 
② 冷凍機の性能に問題がないか確認 
・ 冷凍機メーカーに冷却水入口温度の下限を確認する。 

 
③ 冷却水温度設定変更 
・ サーモスタットの設定値を変更する。 

 
④ 実施結果の検証 
・ 冷凍機の入力と冷却塔ファンの入力を記録し，結果を検証する。 
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資料 ＮＯ．１２     

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調設備 

項   目 冷水出口温度の設定変更（吸収冷温水発生機） 

目   的 

部分負荷時に冷水温度を高くすると，吸収冷温水発生機の部分負荷容量特性が

よくなるので，冷房ピーク以外の時期は９～１０℃とし省エネルギー運転を図

る。 

キーワード 冷水温度・吸収冷温水発生機の効率 

＜概  要＞ 

◇ 吸収冷温水発生機は冷水温度の上昇で蒸発器・吸収器の水蒸気圧が高まり，吸収液の作動濃度

幅が広がるとともに，希釈濃度も低くなり再生器での加熱量が少なくなる。 
◇ 吸収冷温水発生機は絞り時の効率が高い。その部分負荷特性を生かして，冷水温度をセットダ

ウン運転（設定を高くする）することで燃料を削減することが出来る。 
◇ 図は，冷水出口温度と燃料消費量の関係を示す。（ガス冷温水発生機の例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（参考資料：「２００５年ビル省エネ手帳」（財）省エネルギーセンター） 
＜採用条件，留意点＞ 

※ 1：冷水温度を高くすると，室内側の空調能力が損なわれること（「除湿性能の低下等」）がある

ので，室内計測で確認する。 
※ 2：冷水温度を高くすると，空調機冷却コイルの冷水出入り口温度差が減少して冷水要求量が増

え，冷水ポンプの搬送動力が増加することがある。 
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省エネチューニング実施手順 冷水出口温度の設定変更（吸収冷温水発生機） 

① 冷凍機の稼働状況確認 
・ 冷水の設定温度と現状値を確認し，制御機構を調べる。 

  （メーカーのサービス部門に，不明点は相談する。） 
・ 冷房シーズンの初めからピークを含め，冷凍機の負荷率実績を確認する。 

 
② 二次側の空調性能に問題がないか確認 
・ 冷水供給先の空調機やファンコイルユニットを確認する。 
・ 空調条件の厳しいエリアがある場合は，冷水温度の設定変更に伴う影響を検討する。 

 
③ 冷水温度の設定変更実施 
・ 設定変更の手順については，冷凍機メーカーのサービス部門に確認し実施する。 
・ 変更をしたら，冷凍機の稼働状況が安定的であることを確認する。 

 
④ 実施結果の検証 

・ 実施削後の冷凍機や補機類の消費電力を記録し，効果を確認する。 
・ 対象となる空調エリアの温湿度をフォローし，クレームがないことを確認する。 
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 資料 NO．１３ 

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調機 

手   法 冷温水量の変更（可能な範囲での大温度差化） 

  

  

目   的 

負荷側（空調機等）に供給する冷温水の温度差を大きくすることによって冷温水

供給量を低減し，ポンプの台数制御や回転数制御による搬送動力の削減を図る。

また，冷水出口温度を高くすることにより冷凍機のＣＯＰの向上を図る。 

キーワード ＣＯＰ，供給水量低減，吹出し温度，温・湿度制御 

＜概  要＞ 

◇空調機等に供給する冷温水の温度差は最大負荷時の条件下で設定されているが，中間期等の部分

負荷時に空調機コイル出口温度を上げて（コイル入口温度は不変），出入口温度差を大きくするこ

とにより冷温水供給量を低減し，ポンプの台数制御や回転数制御による搬送動力の削減を図る。 

◇また通常の冷凍機（遠心式，吸収式等）は，冷水出入口温度差が同じであれば，出口温度が高い

ほどＣＯＰが向上する。例えば出口温度が５℃の場合と７℃の場合では後者のほうが，約１割ＣＯ

Ｐが良い。（下図にターボ冷凍機の冷水出口温度の違いによる能力（ＣＯＰ）の差を示す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：ＢＥＭＳビル管理システム；（社）空気調和・衛生工学会 ） 

＜採用条件・留意点＞ 

※１温度差を大きくとった場合，制御性が悪くなる傾向にある。特に２方弁制御による変流量方式

の場合は，コイルへの供給流量が減少することによってさらに制御性は悪くなる。 

※２冷凍機の冷水入口温度には，所定の温度条件があるので確認を要する。 

 
 

冷水温度（℃）→ 
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省エネチューニングの実施手順 冷温水量の変更（可能な範囲での大温度差化） 

①運転実績から空調負荷の実態を把握し，空調機のコイル容量を確認して容量に余裕があれば，コ

イル出入口温度差の拡大を検討し，その際室内負荷の傾向も調査して問題のないことを確認する。

②シミュレーション等により負荷変動の状態を予測して，コイル出入口温度差の拡大の運転スケジ

ュールを計画する。 

③熱源側の諸条件を確認する。 

④台数制御やインバータ制御よる省エネ効果を試算する。 

⑤導入結果を検証する。 
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 資料 NO．１４ 

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調設備 

手   法 ポンプの変流量方式の改善（台数制御・インバーター制御） 

  

  

目   的 

２方弁制御により負荷変動を変流量方式で対応させ，ポンプの台数制御や回転数

制御によって消費動力を節減する。 

キーワード 変流量方式，２方弁制御，台数制御，インバータ制御 

＜概  要＞ 

◇２方弁制御による変流量方式において，搬送動力は理想的には流量変動の３乗則に比例する。ポ

ンプの台数制御やインバータ制御によって，搬送動力を負荷に対応して段階的あるいは連続的に削

減することは，省エネ効果が大きいシステムといえる。 

◇空調機コイル側に余裕があり，負荷的にも問題がなければ，コイル出入口温度差を大きくして送

水量を減少させ，台数制御もしくはインバータ制御によって省エネ化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

＜採用条件・留意点＞ 

２方弁制御における弁のＣｖ値は，竣工後のさまざまな経緯によって，設計当初の値では不適切な

場合がある。また，配管系に接続しているバルブもその弁開度が適切でない場合が多く，制御各部

に大きな圧力差がある場合には適切な制御を行えず，省エネ性も十分に発揮できないこととなる。

特に，配管方式がダイレクトリターン方式である場合は，各部のバルブ調整によって圧力差を極力

小さくする必要がある。 

チューニングにおいては，各負荷側（空調機等）までの必要圧力がほぼ等しくかつ最小限になるよ

うに調整する。また必要以上に，過大／過小になっている制御弁のＣｖ値も変更する必要がある。
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省エネチューニングの実施手順 ポンプの変流量方式の改善（台数制御・インバーター制御） 

①運転実績等から空調負荷の実態を把握する。 

②負荷変動の状態により，台数制御やインバータ制御よる省エネ効果を試算する。 

③空調機のコイル容量を確認して容量に余裕があれば，コイル出入口温度差の拡大を検討し，その

際室内負荷の傾向も調査して問題のないことを確認する。 

④導入結果を検証する。 
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 資料 NO．１５ 

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調設備 

項   目 冷却水量変更 

  

目   的   

 

中間期や冬期等の部分負荷時に，冷凍機に供給する冷却水の温度を可能な範囲で

高くして冷却水量を減少させ，ポンプの台数制御やインバータ化によって動力の

削減を図る。 

キーワード 冷却水温度下限値，冷却水最低流量，ＣＯＰ，台数制御，インバータ化 

＜概  要＞ 

◇一般に冷凍機は冷却水温度が低いとＣＯＰは向上する傾向にあるが，中間期や冬期等の比較的負荷の

小さいとき，冷凍機は健全な運転を保持するために冷却水下限温度が設定されている場合がある。 

◇冷凍機の凝縮機では，下図に示すように冷却水温度が低下しても冷却水量を減少させて冷却水出入口

温度差を拡大させて（出口温度は一定），同じ冷媒凝縮温度とすることができる。 

◇冷却水下限温度を下回るような部分負荷時の場合は，冷却水出口温度一定として冷却水量を低減させ

ることができ，ポンプの台数制御やインバータ化によって動力の削減を図ることが可能となる。   

 

 

 

 

 

      （ａ）定格水量            （ｂ）水量減少 

図 冷却水量減少による冷却水温度差の拡大 

（出典： ＢＥＭＳビル管理システム；（社）空気調和・衛生工学会） 

 ＜採用条件・留意点＞ 

※１通常冷凍機は供給される冷却水温度が低いほど能力が向上するので，冷却水入口温度を上げて

冷却水の水量を減少させる場合，冷凍機のＣＯＰは一般的には低下すると考えられるので注意

が必要となる。 

※２冷凍機には冷却水下限温度があるほかに，冷却水下限流量もある。 

※３冷凍機の部分負荷特性，冷却塔・ポンプの能力・特性等総合的に検討して，採用の是非を専門

家に判断してもらわなければならない。 

 

冷媒凝縮温度 

冷却水 

入口温度 

冷却水 

出口温度 

冷媒凝縮温度 

冷却水 

入口温度 

冷却水 

出口温度 
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省エネチューニングの実施手順 冷却水量変更 

①冷却水下限温度並びに冷却水下限流量を確認する。 

・冷却水下限温度は，スクリュー冷凍機，レシプロ冷凍機等の圧縮冷凍機には，給液量過多防止の

ため， 

吸収式の場合は，吸収液結晶防止のために規定されている。 

②冷却水温度上昇による冷凍機のＣＯＰ低下と，冷却水減少によるポンプ動力削減量を比較する。 

③ポンプ動力の削減量が冷凍機ＣＯＰの低下量より大きければ採用する。 

④導入結果を検証する。 
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 資料 NO．１６ 

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調設備 

手   法 蓄熱システムの省エネ運転 

  

  

項   目 

蓄熱システムの省エネ運転で重要なことは，夜間移行効率を最大限として，蓄熱槽効

率の向上を図ることである。さらに，熱源機器の出口温度，運転時間等を最適化し，

熱源機器の高効率化と搬送動力の低減を図ることも重要である。 

キーワード 夜間移行効率，蓄熱槽効率，最適化運転 

＜概  要＞ 

◇蓄熱システムでは，熱源機器の夜間移行率を最大限とし，かつ夜間蓄熱した熱を昼間にすべて使い切

るようにして，空調時間帯運転を最小限とすることが大切である。特に中間期等の低負荷時は，夜間に

蓄熱した熱量で昼間の負荷をすべて処理して熱源機器の空調時間帯運転が生じないようにする事が望ま

しい。 

◇熱源機器のＣＯＰは装置能力最大値付近で最も高く，部分負荷時（特に 50％以下の場合）には大きく

低下する傾向にあり，また機器出口側水温が冷水の場合は高く，温水の場合は低いほうがＣＯＰは高く

なる。 

◇蓄熱槽の性能を評価する上で重要な蓄熱効率は，低負荷時で蓄熱量が少ないときにピーク時の蓄熱容

量のままで運転を行うと熱損失の増大と混合特性が悪化するので，効率の低下を招くことになる。 

◇以上より，蓄熱システムでは，運転実績やシミュレーションによる負荷予測を行って，必要となる夜

間蓄熱量を的確に把握して空調時間帯運転を最小限とするとともに，熱源機器を高効率で運転するため，

熱源が常に最大負荷で運転できるよう台数制御と運転時間，空調機供給水温度の検討を行う必要がある。

また槽自体についても分割が可能で

あれば，２段階もしくは３段階でそ

の容量（及び水路）を負荷に併せて

変更することにより蓄熱効率の低下

を防止することができる。下図に蓄

熱槽分割対策例を示す。 

 

 

 ＜採用条件・留意点＞ 

熱源機器は供給水出口温度を冷水の場合は高く，温水の場合は低くすることでＣＯＰが向上し，加

えて蓄熱層からの熱損失も改善されるので重要であるが，負荷側の空調機のコイル能力や室内負荷

の状態を再検討して可能な範囲で行う必要がある。 

（出典：ビル・建築設備の省エネルギー，中原信生，（財）省エネルギーセンター） 
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省エネチューニングの実施手順 蓄熱システムの省エネ運転 

①運転実績の等から空調時間帯運転実績，夜間運転実績から夜間移行効率を把握する。 

②空調時間帯運転実績，夜間移行効率が適切か判断するとともに，シミュレーション等により負荷

を予測することによって熱源機器の最適運転スケジュールを決定する。 

③槽の容量や形態，供給水の温度・水量によって槽内流速分布が大きく異なるために生ずる，混合

ロスや不適切な蓄熱量を防止する。このため，槽内各部の温度分布の測定とシミュレーションによ

り供給水量と温度差の適正化を検討し，蓄熱槽効率の改善を図る。また可能であれば蓄熱層を２段

階もしくは３段階でその容量（及び水路）を負荷に併せて変更することを計画する。 

④導入結果を検証する。 
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 資料 NO．１７ 

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調機 

手   法 定風量方式における送風量の調整（削減） 

    

目   的 

空調機の送風量実態（風量，供給圧力等の無駄）を把握し，過剰風量防止や供給

圧力調整によって送風量の適正化（削減変更）を行い，省エネルギー化を図る。

キーワード 過剰風量，送風量の調整，搬送動力の節減，空調機往き還り温度差 

＜概  要＞ 

◇ 竣工時の風量設定はピーク負荷に対応し設定されている場合が多いが，ピーク負荷の頻度は非常に

少なく，一般ビルでは負荷率が４０～６０％位で大半が運転されている。このため，定風量方式の場合，

所要風量以上で運転されているケースが多々ある。 

◇ 空調機の風量が多過ぎているか否かの判断は，主ダクト部等での風量実測，ファン電動機の電流値

と性能曲線等からの推定，あるいは，室温や空調機給気温度と還り温度との温度差などから判断する。

◇ 空調機所要圧力はフィルターの目詰まり状況によっても異なり，フィルター交換当初等においては，

所要風量以上で運転されているケースもある。 

◇ 空調機吐出部に設けたダンパー開度を合理的に調整実施し，送風量の適正化（削減調整）を図り，

ファン動力の削減を行なう。 

◇ なお，定風量方式であるが，マニュアルインバータを用いて回転数を低減し，大幅なファン動力削

減を図れるケースもある。この場合，空調機周りのダンパ類は原則的に全開状態とする。 

 

 

 

 

 

 

 ＜採用条件・留意点＞ 

※1：適正風量の判定に際しては，室内での気流や温度分布に偏りが無いことや換気量不足によ

る室内環境の悪化の有無等を十分確認する必要がある。尚，実測には熱線風速計等を用いる。 

※2：制御方式によって，ファンの消費電力と風量の関係は大きく異なる。図のように，単にダ

ンパーを絞るだけでは効果は少なく，インバータを用いファンの速度制御を伴う調整がより効果的

である。 

図：風量変更に伴う削減効果例（出典：本委員会昨年度報告書） 

80%に風量変更
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省エネチューニング実施手順 定風量方式における送風量の調整（削減）          

 

① ゾーン内の室内温度と空調機供給温度／還気温度との差（実測値）の確認 

・ シーズン別に負荷と風量のバランスをよく理解して，行う必要がある。 

・ 夏期，室内温度が全体的に設定値より低い場合，送風量にゆとりがあると考えられる。 

・ なお，冬期の場合温度条件が逆になる。 

・ また，上記温度差が設計値より小さい場合，送風量にゆとりがあると考えられる。 

 

② 送風量分布に問題が無いかの確認 

・ 送風量実態／実測値を確認する。（例えば，ピーク負荷時の設定値（最大回転数）等） 

・ 例えば，空調機周りのダンパ開度が小さく設定されている場合，あるいは，マニュアルインバ

ータ等の設定上限値（最大回転数）で運転されている場合には，一般的に，ファンの送風能力

にゆとりがあると判断でき，設定変更の可能性がある。 

・ 室内温度の分布状況を確認し，現状でのクレーム等の有無を確認する。 

 

③ 送風量の設定変更（削減）実施 

・ 送風量にゆとりがあり，特にクレームの発生がない場合，実施する。 

・ 開度調整や設定変更はゾーン全体を満足しつつ行う必要があり，最も空調負荷条件の厳しい

（例えば，内部発熱や外乱の多い）ゾーンの室温状況を考慮しつつ，徐々に設定変更（例，ダ

ンパ開度調整やマニュアルインバータによる段階的風量削減，送風圧力設定値の段階的低下

等）と状況確認を実施する。 

 

④ 実施結果の検証 

・ 対象ゾーン全体の各室温が設定域内の値であることを確認する。 

・ 一定時間あたりの対象ファンの消費電力量を実測／推定し，効果を確認する。 
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 資料 NO．１８ 

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調機 

手   法 変風量方式における送風温度の変更 

    

    

目   的 

空調機ファンが変風量方式の場合，許容範囲内で送風温度を下限とすれば，一般

的に所要風量が最少となり，搬送動力の削減になる。 

 

キーワード 送風温度の適正化，搬送動力の削減 

＜概  要＞ 

◇ 中間期・初冬を含め，内部発熱の増加で，暖房と冷房が両方必要な日が増大している。このよ

うな軽負荷の時期では，冷房負荷が多い場合でも送風温度は高めの設定傾向にあり，ファン搬

送動力が必要以上に大きくなっていることもよく起こりがちである。 
◇ このような時に，送風温度の適正化（冷房：下限設定）をマニュアル（手動）で対応すること

が効果的なチューニング手法といえる。 
◇ ただし，マニュアルで調整する場合，混合ロスやクレームの発生に十分注意することが重要で

ある。例えば，低温側にし過ぎた場合のドラフトによるクレームなどもその一つである。手動

設定の場合，管理者が十分在室状況や熱的バランス等を十分把握し理解する必要がある。 
◇ この種の設定方法に関しては，設計意図等が反映されたマニュアル等が準備されていると便利

である。また，継続的に実施する場合，管理者間で運用ノウハウ等の伝承が必要とされる。 

 

 ＜採用条件・留意点＞ 

※1：中間期・初冬を含め，内部発熱の増加等で，暖房と冷房が両方必要な日が増している。この

時期に吹出温度を調整する場合，混合ロスやクレームの発生に十分注意が必要とされる。 

※2：本手法は，冷暖時期が明確な冷暖房系統（二管式）に対しては，シーズン／外気温度グレー

ド別設定とクレームを考慮した再調整で，比較的実施できる傾向にある。 

送風温度 
15℃ 

必要風量：80 

送風温度 
18℃ 

必要風量：100

軽負荷時などで送

風温度を許容範囲

内で下限とすれ

ば、必要風量が減

じ搬送動力の削減

ができる 
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省エネチューニング実施手順 変風量方式における送風温度の変更          

① ゾーン内の室内温度と空調機供給温度／還気温度との差（実測値）の確認 

・ 夏期・中間期，室内温度が全体的に設計値を満足し，かつ，送風温度設定が下限設定値より高

めの場合，送風量が過大である可能性が考えられる。 

・ 上記温度差が設計値より小さい場合，送風量にゆとり（過大の可能性）があると考えられる。

・ なお，本方式は主に夏期に適用されるが，条件によっては中間期・冬期も可能である。 

 

② 室温分布と設定値等に問題が無いかの確認 

・ 各部屋の室温実態／実測値を確認する。（例えば，大部屋と小部屋の温度分布の違い等） 

・ 室内温度の分布状況を確認し，現状でのクレーム等の有無を確認する。 

・ 送風温度設定値とファンの送風量を確認する。（例えば，送風温度が下限値より高く，かつ，

インバータ等が設定上限値（最大回転数）近くで運転されている程，送風量が過大であると判

断） 

 

③ 送風温度の設定変更（下限方向への制御）実施 

・ 送風温度が下限設定値より高めで送風量が過大と判断でき，特にクレームの発生がない場合，

実施する。 

・ 設定変更はゾーン全体を満足しつつ行う必要があり，本方式の適用が最も厳しい（例えば，人

員や内部発熱の少ない室等）ゾーンの室温状況を考慮しつつ，段階的に，送風温度設定変更（例，

夏期，下限方向に変更）と状況確認を実施する。 

 

④ 実施結果の検証 

・ 対象ゾーン全体の各室温が設定域内の値であることを確認する。 

・ 一定時間あたりの対象ファンの消費電力量を実測／推定し，効果を確認する。 
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 資料 NO．１９  

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調・換気設備 

手   法 コイル・フィルタの清掃 

目   的 空調機等のコイル・フィルタの清掃を定期的に行い，機内圧力損失を軽減し，イ

ンバータ等利用時の給気ファン動力の削減を図る。 

キーワード フィルター清掃，圧力損失，運転時間，ファン動力の削減 

＜概  要＞ 

◇ フィルターの汚れは目詰まりを生じ，圧力損失を大きくし，風量の低下やインバータ

利用のファン動力の増大につながる。また，空調機の能力不足によるクレーム発生や

熱源機器を含めた空調熱源システム運転時間増大を引き起こし，エネルギー消費量が

増大するケースもある。 
◇ フィルターの汚れ・目詰まりは，一般に，フィルター前後の差圧やフィルター経過時

間（空調機運転時間）などから判断する。 
◇ 汚れや目詰まりの程度は，フィルターの種類によって異なり，一般的に高性能なもの

ほどバラツキ時間が長い傾向にある。 
◇ フィルターの管理方法としては，定期的に監視・点検し，必要に応じて，フィルター

交換や洗浄を実施し，適正な圧力損失レベルを確保する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：日本バイリーン株式会社.ＨＰより） 

 ＜採用条件・留意点＞ 

※1：洗浄のインタバルは，監視・点検データ等を下に，各フィルターの圧力損失特性と動力軽減

効果とを考慮し，洗浄条件を設定し計画的に実施する必要がある。 

※2：コイル洗浄は，コイル外側の温／冷熱フィンの汚れに対するものとコイル内側のスケール付

着等に対する熱交換効率低下を防止する。洗浄要否は，一般的に，能力・機器効率の低下，

運転時間，あるいは目視等から判断する。 

設定値 

設定値 

設定値 

フィルターの種類によって

省エネ効果も異なる。 

定期的に、設定値に対する圧

力損失の確認、適正レベルの

確保・調整等の管理が省エネ
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省エネチューニング実施手順  コイル・フィルタの清掃管理      

① フィルターの圧力損失の確認 

・ フィルターの汚れやフィルター前後の差圧実測等から，圧力損失状況を確認する。 

・ 圧力損失値が一定値を越えている（例，ファンインバータ設定操作変更で十分省エネ効果があ

ると判断できる）場合，フィルター交換や清掃で大きな省エネ効果が期待できる。 

 

② 交換や清掃に要するコスト等の確認 

・ 投資コスト等考慮し，省エネ効果を確認する。 

・ 一般的に，フィルター処理能力にゆとりが無くなる程効果が高くなる。 

 

③ フィルター交換・清掃とインバータ設定変更の実施 

・ 圧力損失が一定以上あり，経済的にも問題がない場合，実施する。 

 

④ 実施結果の検証 

・ 風量バランスや対象ゾーン全体の各室温が設定域内の値であることを確認する。 

・ できれば，一定時間あたりの対象ファンの消費電力量を実測／推定し，効果を確認する。 
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 資料 NO．２０ 

省エネチューニング解説シート 

対   象 空調設備 

手   法 空調設備の間欠運転 

   
目   的 

換気設備ファン等の運用適正化（運転時間の無駄を省く間欠運転制御）と同様に，

主に軽負荷時において，許容環境条件下で空調設備の台数制御に基づく間欠運転

を行い，搬送動力の削減を図る。 

キーワード 軽負荷時，間欠運転，搬送動力の削減 

＜概  要＞ 

◇ 室温をある許容幅内に維持しつつ（居住者の快適性を維持・重視しながら），空調機の発停（間欠運転）を繰り

返す空調運転制御方式である。（パッシブリズミング空調とも言う） 

◇ 軽負荷時に対する可変風量制御一種であり，複数の空調機による交互運転を基本とした台数制御方式

の一つである。停止時間を許容範囲内で，極力長くとることで省エネ効果を大きくできる。 

◇ 自動制御システムに，台数制御（室温上下限保持機能を含む）機能があれば，容易に実現できる。また，中央監

視機能があれば，機能の監視と制御効果が容易に把握できる。 

◇ 適用空間としては，例えば，空調機能力に余裕がある大空間の空調システムなどがある。［事務所（特に，自社

ビル），百貨店等］ 

◇ 従来方式に比べ，空調動力が約 30%削減できた事例がある。 

＜採用条件・留意点＞ 

※1：同一空調エリア（インテリア／ペリメータ，間仕切りのない隣り合う複数の空調ゾーン等）に，

複数の空調機器／システムがある場合に適用できる。 

※2：適用に際しては，ＣＯ2濃度や空気清浄度等を考慮する必要がある。 

※3：テナントビルにおいては，特に，クレームにならない程度に見極める必要がある。また，ビル

の賃貸契約／条件により空調期間が定められているため，実施できないケースもある。 

（出典：学術講演会講演論文集､坊垣他､2002.9（社）空気調和・衛生工学会） 

図２ 百貨店での事例図１ オフィスでの事例

室温変動状況

効果（夏期）

効果（冬期）

空調機器発停状況 
室温変動状況 

効果(夏期) 
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省エネチューニング実施手順  空調設備の間欠運転               

① ゾーン内の各空調機の運転状況確認 

・ 現状の空調負荷に対し，全台数運転能力にゆとりがあるかを確認する。 

・ 例えば，各機器が低負荷状態で運転されている場合，処理能力にゆとりがあると判断でき，空調

機間欠運転（同時運転台数の削減）の可能性がある。 

 

② 室温や風量分布に問題が無いかの確認 

・ 室内温度の分布状況を確認し，現状でのクレーム等の有無を確認する。 

・ 一般的に，同一ゾーンにおいて空調処理能力にゆとりが有ればある程可能性が高くなる。 

 

③ 空調機の間欠運転の実施 

・ 空調処理能力にゆとりがあり，特に風量や温度分布に関わるクレーム発生がない場合，実施する。

・ 空調機の停止はゾーン全体を満足しつつ行う必要があるため，クレームの無い室温状況を考慮し

つつ，徐々に設定変更（例，段階的な空調機の停止とサイクリック動作等）をする。 

 

④ 実施結果の検証 

・ 対象ゾーン全体の各室温が設定域内の値であることを確認する。 

・ できれば，一定時間あたりの対象ファンの消費電力量を実測／推定し，効果を確認する。 
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４．３ 省エネチューニング事例解説 

4.3.1チューニング事例シート 

作成したチューニング事例は，主として平成 15～16 年に実施した「チューニング効果実施事例」の

データに依ったものです。一部の項目については，（財）省エネルギーセンター主催「省エネルギー実

施優秀事例発表会」その他のデータを使用しています。事例シートの各項目の説明を表 4.3.1に，ま

た作成したチューニング事例項目を，表 4.3.2に示します。 
表 4.3.1  

事例シートの 
各記載項目 

表

表 4.3.2 
チューニング

事例項目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

チューニング前後のデータ・原則としてグラフにて表示結果

設定条件など，チューニング実施の際の条件チューニング内容

用途，所在地，延床面積等の建物概要建物概要

チューニングを実施した時期実施期間

チューニングによる効果を対象・範囲・低減値を明示して記述評価・解説

空調設備，衛生設備等のチューニングの対象となる設備対象

チューニング項目名チューニング項目

内容項目名

チューニング前後のデータ・原則としてグラフにて表示結果

設定条件など，チューニング実施の際の条件チューニング内容

用途，所在地，延床面積等の建物概要建物概要

チューニングを実施した時期実施期間

チューニングによる効果を対象・範囲・低減値を明示して記述評価・解説

空調設備，衛生設備等のチューニングの対象となる設備対象

チューニング項目名チューニング項目

内容項目名

出典の凡例※：当委員会によるチューニング効果実施事例。 ○：（財）省エネルギーセンター，

省エネルギー実施優秀事例発表会より。 □：その他のデータによる 

分類 No チューニング項目 事例 場所 出典

負荷の低減 空調-1 屋内温湿度条件の緩和 (夏期) H15 01ビル 神奈川県 ※

空調-2 H17 02 ビル 神奈川県 ※

空調-3 屋内温湿度条件の緩和 (冬期) H15 03ビル 東京都 ※

空調-4 外気量の削減 H16 04ビル 東京都 ※

空調-5 CO2濃度による制御 H16 05ビル 東京都 ※

空調-6 起動時の外気導入制御 H15 06ビル 東京都 ※

空調-7 外気冷房 H15 07ビル 東京都 ※

空調-8 再熱制御システムの取り止め H15 08ビル 東京都 ※

機器の効率運転 空調-9 台数制御運転方式の改善 H16 09ビル 東京都 ※

空調-10 燃焼機の空気比調整 10ビル 広島県 □

空調-11 冷水出口温度設定の変更 H16 11ビル 東京都 ※

空調-12 H17 12ビル 東京都 ※

空調-13 H17 13ビル 神奈川県 ※

空調-14 温水出口温度設定の変更 H16 14ビル 神奈川県 ※

空調-15 冷却水温度の設定値変更 H15 15ビル 東京都 ※

空調-16 効率低下機器の整備・修繕・交換 16ビル 東京都 ○

熱

源

空調-17 17ビル 東京都 ○

搬送動力の節減 空調-18 ポンプの変流量方式の改善 H15 18ビル 東京都 ※

空調-19 19ビル 愛知県 ○

空調-20 H15 20ビル 東京都 ※

ポ

ン

プ

空調-21 冷却水量変更 H15 21ビル 東京都 ※

空

調

機

空調-22 VAV方式の送風温度の変更 H16 22ビル 神奈川県 ※

運用対応 空調-23 空調設備の間欠運転 H16 23ビル 神奈川県 ※空

調 空調-24 ナイトパージ H15 24ビル 神奈川県 ※

換

気

空調-25 間欠運転 H15 25ビル 神奈川県 ※

その他 衛生-1 給湯時間と範囲を短縮・制限する 26ビル 福岡県 ○

衛生-2 給湯温度を低くする 27ビル 東京都 □

給

湯

衛生-3 貯湯槽の運転台数の削減 28ビル 福岡県 ○

照

明

電気-1 タイマー・スイッチによる自動点滅 29ビル 兵庫県 □

電気-2 個別スイッチ・人感センサによる点滅 30ビル 神奈川県 ○

分類 No チューニング項目 事例 場所 出典

負荷の低減 空調-1 屋内温湿度条件の緩和 (夏期) H15 01ビル 神奈川県 ※

空調-2 H17 02 ビル 神奈川県 ※

空調-3 屋内温湿度条件の緩和 (冬期) H15 03ビル 東京都 ※

空調-4 外気量の削減 H16 04ビル 東京都 ※

分類 No チューニング項目 事例 場所 出典

負荷の低減 空調-1 屋内温湿度条件の緩和 (夏期) H15 01ビル 神奈川県 ※

空調-2 H17 02 ビル 神奈川県 ※

空調-3 屋内温湿度条件の緩和 (冬期) H15 03ビル 東京都 ※

空調-4 外気量の削減 H16 04ビル 東京都 ※

空調-5 CO2濃度による制御 H16 05ビル 東京都 ※

空調-6 起動時の外気導入制御 H15 06ビル 東京都 ※

空調-7 外気冷房 H15 07ビル 東京都 ※

空調-8 再熱制御システムの取り止め H15 08ビル 東京都 ※

機器の効率運転 空調-9 台数制御運転方式の改善 H16 09ビル 東京都 ※

空調-10 燃焼機の空気比調整 10ビル 広島県 □

空調-5 CO2濃度による制御 H16 05ビル 東京都 ※

空調-6 起動時の外気導入制御 H15 06ビル 東京都 ※

空調-7 外気冷房 H15 07ビル 東京都 ※

空調-8 再熱制御システムの取り止め H15 08ビル 東京都 ※

機器の効率運転 空調-9 台数制御運転方式の改善 H16 09ビル 東京都 ※

空調-10 燃焼機の空気比調整 10ビル 広島県 □

空調-11 冷水出口温度設定の変更 H16 11ビル 東京都 ※

空調-12 H17 12ビル 東京都 ※

空調-13 H17 13ビル 神奈川県 ※

空調-14 温水出口温度設定の変更 H16 14ビル 神奈川県 ※

空調-15 冷却水温度の設定値変更 H15 15ビル 東京都 ※

空調

空調-11 冷水出口温度設定の変更 H16 11ビル 東京都 ※

空調-12 H17 12ビル 東京都 ※

空調-13 H17 13ビル 神奈川県 ※

空調-14 温水出口温度設定の変更 H16 14ビル 神奈川県 ※

空調-15 冷却水温度の設定値変更 H15 15ビル 東京都 ※

空調-16 効率低下機器の整備・修繕・交換 16ビル 東京都 ○

熱

源

空調-17 17ビル 東京都 ○

搬送動力の節減 空調-18 ポンプの変流量方式の改善 H15 18ビル 東京都 ※

空調-19 19ビル 愛知県 ○

空調-20 H15 20ビル 東京都 ※

ポ

ン

プ

空調-21 冷却水量変更 H15 21ビル 東京都 ※

-16 効率低下機器の整備・修繕・交換 16ビル 東京都 ○

熱

源

空調-17 17ビル 東京都 ○

搬送動力の節減 空調-18 ポンプの変流量方式の改善 H15 18ビル 東京都 ※

空調-19 19ビル 愛知県 ○

空調-20 H15 20ビル 東京都 ※

ポ

ン

プ

空調-21 冷却水量変更 H15 21ビル 東京都 ※

空

調

機

空調-22 VAV方式の送風温度の変更 H16 22ビル 神奈川県 ※

運用対応 空調-23 空調設備の間欠運転 H16 23ビル 神奈川県 ※空

調 空調-24 ナイトパージ H15 24ビル 神奈川県 ※

換

気

空調-25 間欠運転 H15 25ビル 神奈川県 ※

その他 衛生-1 給湯時間と範囲を短縮・制限する 26ビル 福岡県 ○

空

調

機

空調-22 VAV方式の送風温度の変更 H16 22ビル 神奈川県 ※

運用対応 空調-23 空調設備の間欠運転 H16 23ビル 神奈川県 ※空

調 空調-24 ナイトパージ H15 24ビル 神奈川県 ※

換

気

空調-25 間欠運転 H15 25ビル 神奈川県 ※

その他 衛生-1 給湯時間と範囲を短縮・制限する 26ビル 福岡県 ○

衛生-2 給湯温度を低くする 27ビル 東京都 □

給

湯

衛生-3 貯湯槽の運転台数の削減 28ビル 福岡県 ○

照

明

電気-1 タイマー・スイッチによる自動点滅 29ビル 兵庫県 □

電気-2 個別スイッチ・人感センサによる点滅 30ビル 神奈川県 ○

衛生-2 給湯温度を低くする 27ビル 東京都 □

給

湯

衛生-3 貯湯槽の運転台数の削減 28ビル 福岡県 ○

照

明

電気-1 タイマー・スイッチによる自動点滅 29ビル 兵庫県 □

電気-2 個別スイッチ・人感センサによる点滅 30ビル 神奈川県 ○
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-1 
チューニング項目 屋内温湿度条件の緩和(夏期) 
建物概要 所在地：神奈川県  延床面積：119,480m2 建物規模：B2F～34F 

用途：複合ビル  竣工：1994 年 3 月 
熱源設備：DHC 

対象設備 空調機 
チューニング内容 屋内の温度設定を変更した。 

2002 年(平成 14 年) 室内温度 26℃、湿度 50% 
2003 年(平成 15 年) 室内温度 27℃、湿度 50% 

 

実施期間 2002 年 ～2003 年 
結果 休日を除いた 9～18時までの受入冷水熱量と外気エンタルピの関係を近似直線

の回帰直線式からエネルギー削減量を試算すると、平均外気エンタルピ条件

(65.2kJ/kg)では、室内設定温度２８℃時の受入冷熱量は２６℃時の場合に比べ

約 1,300MJ/h(約 7%)削減されたものと推定される。 
 

評価・解説 屋内の夏期設定温度を 1℃上げる事により、ビル全体の冷水使用熱量を 7%削減

した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-2 
チューニング

項目 
屋内温湿度条件の緩和(夏期) 

建物概要 所在地：神奈川県  延床面積：119,480m2 建物規模：B2F～34F 
用途：複合ビル  竣工：1994 年 3 月 
熱源設備：DHC 

対象設備 空調機 
チューニング

内容 
屋内温度が 26℃設定だった平成１６年及び屋内温度が 28℃設定だった平成１７年

の７～９月の期間中に空調設備用として、地域熱供給センターから供給された冷水

熱量を、熱源受入施設の冷水熱量計の計測データで解析した。 

実施期間 2004 年 ～2005 年 
結果 

室温設定を2℃上げることによる消費熱量の変化

y = 349.31x - 3650.7

R2 = 0.7332

y = 366.04x - 6642.7

R2 = 0.7321
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室内設定温度が２８℃の回帰直線のほうが２６℃のものに比べて受入冷熱量が低

く、チューニングによる省エネルギー効果がある事を示している。回帰直線式から

エネルギー削減量を試算すると、平均外気エンタルピ条件(65.2kJ/kg)では、室内

設定温度２８℃時の受入冷熱量は２６℃時の場合に比べ約 1,900MJ/h(約 11%)削
減されたものと推定される。 

評価・解説 屋内の夏期設定温度を 2℃上げる事により、ビル全体の冷水使用熱量を約 11%削減

した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-3 
チューニング項目 屋内温湿度条件の緩和(冬期) 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：17,800 m2 建物規模：B2F～13F 

用途：事務所 竣工：1997 年 11 月 
熱源設備：ガス焚冷温水機 

対象設備 熱源設備 
チューニング内容 冬期の温度条件を 24～25℃から 23～24℃へと 1℃変更し、省エネルギー効果

を確認した。 

実施期間 2002 年(平成 14 年)~2003 年(平成 15 年) 
結果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平均外気温度基準消費エネルギー量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外気絶対温度基準加湿量変化 
 
内部発熱が大きいため、エネルギー量の変化はなかったものの、屋内温度を低

下させたことにより、加湿用給水量が削減できた。 
評価・解説 屋内温度の設定変更で加湿用給水量を 24%(0.003kg/kg’時)削減した事例。 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-4 
チューニング項目 外気量の削減 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：40,668m2 建物規模：B4F～20F 

用途：複合ビル  竣工：1993 年 3 月 
熱源設備：DHC 

対象設備 空調機 
チューニング内容 各空調機の外気ダンパー最小開度設定値を 20%として、現状(40%)との比較を

行った。 

実施期間 2004 年(平成 16 年)7 月 1 日～2004 年(平成 16 年)8 月 13 日 
結果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
外気条件が、71KJ/kg(30℃ 60%)のときの処理熱量を比較すると 

 実測値 近似直線 

チューニング前 5,600 MJ 5,400 MJ 

チューニング後 5,000 MJ 4,800 MJ 

 
※この調整は、日々の運転上の苦情や環境測定結果（特に喫煙している室の

CO2 濃度上昇の対策）を考慮しないで、一律に外気取入ダンパー開度を 20%
とした。 

評価・解説 外気ダンパーの開放角度を調整することにより、ビル全体の冷水使用熱量を

10%程度削減した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-5 
チューニング項目 ＣＯ２濃度による制御 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：174,476 m2 建物規模：B4F～14F 

用途：百貨店  竣工：1996 年 10 月 
熱源設備：DHC 

対象設備 空調機 
チューニング内容 2003年(平成 15年)より室内CO2制御の濃度及び外気取り入れＶＡＶ最小開度

の設定を変更して、夏期の外気取り入れ量を削減した。 
H14 年    最小 VAV 開度 30% CO2 濃度 500ppm 
H15 年~   最小 VAV 開度 20% CO2 濃度 1000ppm 

実施期間 2002 年(平成 14 年)～2004 年(平成 16 年) 7～9 月 9:00～20:00 
結果 外気量を削減することにより、DHC からの受入熱量を大きく削減できた。 

平成 15 年 平均外気エンタルピ条件(65.2kJ/kg)で 75GJ/日(約 33%)削減 
平成 16 年 平均外気エンタルピ条件(65.2kJ/kg)で 68GJ/日(約 30%)削減 

 

評価・解説 CO2 制御による外気取り入れ量の削減により、冷水消費量を約 30%削減した事

例。 

 

X: 日平均外気エンタルピー
Y: 物販系統冷水使用量

Y= aX+b

VAV最小開度　30％ VAV最小開度　20％ VAV最小開度　20％
CO2設定値 500PPM CO2設定値 1000PPM CO2設定値 1000PPM

Y= aX+b Y= aX+b Y= aX+b
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省エネチューニング解説シート 
対象 空調設備 空調-6 
チューニング項目 起動時の外気導入制御 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：34,800 m2 建物規模：B4F～9F 

用途：複合ビル  竣工：1966 年 5 月 
熱源設備：ガス焚き冷温水機 

対象設備 空調機 
チューニング内容 2003 年 9 月の夏期冷房期，外気ダンパ最小開度設定値を 0%と 20%にすること

で空調機立ち上がり時の外気取入れ量を変更し、冷凍機燃料消費量の削減量を

評価した。また、2003 年 12 月～2004 年 1 月の冬期暖房期，同様に空調機立

ち上がり時の外気取入れ量を変更し，冷凍機燃料消費量の削減量を評価した。

実施期間 2003 年 9月 8日～9月 24日, 2004年１月 13～29日 
結果 夏期の場合、

0%開度と 20％
開度の外気量

差は 11.9m3/h
となり、20%開

度を基準とす

れば，33%の削

減効果があっ

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
冬期の場合、

0%開度と 20％
開度の外気量

差は 16.4 ㎥/h
となり、20%開

度を基準とす

れば，80%の削

減効果があっ

た。 

評価・解説 起動時の外気導入量を削減することにより、起動時間 15 分の間について夏期

は 33%、冬期は 80%の熱源消費量の削減を実現した事例。 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-7 
チューニング項目 外気冷房 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：16,741m2 建物規模：B1F～13F 

用途：事務所  竣工：1992 年 7 月 
熱源設備：ガス焚き冷温水機 

対象設備 空調機 
チューニング内容 外気冷房運転時間を把握し、その省エネ効果を確認した。 

対象空調機 AHU-1 10500m3/h×10 台 
      AHU-2  7600m3/h×10 台 

実施期間 2003 年 10 月 8 日~2003 年 10 月 17 日 
結果 冬期から中間期においては、外気のエンタルピーは室内空気エンタルピーより

低く、冷凍機で冷熱を得て冷房するのではなく、外気を冷房負荷に見合う分だ

け取り入れて室内を冷房するのが外気冷房である。今回の調査では、取り入れ

外気量を把握することができなかったので、定量的に省エネルギー効果を確認

することは困難だが、適切に外気冷房運転が行われていることが確認できた。

外気冷房およびその他の省エネルギー効果との複合作用により、熱源ガス消費

量を 30%確認した。 
 

評価・解説 中間期及び冬期の外気冷房効果により冷房熱源燃料消費を削減した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-8 
チューニング項目 再熱制御システムの取り止め 
建物概要 所在地：神奈川県  延床面積：75,000m2 建物規模：B2F～30F 

用途：事務所ビル  竣工：1999 年 7 月 
熱源設備：DHC 

対象設備 空調機 
チューニング内容 7～9 月に実施していた除湿再熱制御を中止した。 

設定条件 温度 26℃ 湿度 45% 
平成 12 年(2000 年) 再熱制御あり 
平成 14 年(2002 年) 再熱制御なし 
 

実施期間 2000 年 ～2002 年 
結果 再熱処理を中止した場合、エンタルピ基準で 5%程度の省エネを達成した。 

但し、この省エネは主として受入蒸気量の減少による効果であった。 
(冷水受入量の変化は僅かであった) 
 
再熱制御を行わない場合でも屋内湿度は 50%程度の状態が保たれており、 
屋内環境が大きく悪化するのは外気が特に高湿度になる場合のみとなった。 

夏期除湿制御取止めに伴う省エネ効果　　（2000・2002年度　7
～9月　冷水熱量＋蒸気熱量）
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評価・解説 従来行っていた再熱制御を中止する事により、受入蒸気消費量を 5.5%削減した

事例。 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-9 
チューニング項目 台数制御運転方式の改善 
建物概要 所在地：神奈川県  延床面積：26,228m2 建物規模：B2F～16F 

用途：事務所  竣工：1996 年 6 月 
熱源設備：ガス焚き冷温水機＋氷蓄熱 

対象設備 空調機 
チューニング内容 2002 年度迄は氷蓄熱システムと冷温水発生機とを併用して運転し、2004 年度

は冷温水発生機のみにより運転を実施した。この両年度における電気・ガスエ

ネルギー消費量を調査・分析し当ビルにおける熱源方式の変更に伴うエネルギ

ー消費量の比較並びに省エネルギー効果を確認した。 

実施期間 2002 年 7 月~9 月,2004 年 7 月~9 月 
結果 2002 年熱源系統          2004 年熱源系統 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2004 年度の運転の方が、9．7％ ～4．9％ の省エネが図れていた。 

評価・解説 熱源の運転方式を変更することにより、熱源の 1 次エネルギー消費量を 4.9%
削減した事例。 

 

年度別、冷熱源機器運転方式変更に伴う
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-10 
チューニング項目 燃焼機の空気比調整 
建物概要 所在地：広島県  延床面積：35,063 m2 建物規模：B2F～22F 

用途：複合ビル  竣工：2003 年 3 月(改修工事) 
熱源設備：炉筒煙管ボイラ＋コージェネレーション＋冷凍機 

対象設備 ボイラ 
チューニング内容 ボイラ空燃比調整を実施し、その前後でボイラ用燃料消費量を比較した。 

改善前 空燃比 平均 2.3 
改善後 空燃比 平均 1.3 

実施期間 2003 年(平成 15 年) 
結果 既存のボイラ燃焼空気比の改善を実施した 

 燃焼装置 残留酸素濃度 空燃比 排ガス温度 
ボイラ 1 10.8% 2.06 157℃ 

ボイラ２ 12.6% 2.50 137℃ 

改善前 

平均 11.7% 2.28 147℃ 

ボイラ 1 4.4% 1.27 210℃ 

ボイラ２ 4.5% 1.27 218℃ 

改善後 

平均 4.5% 1.27 214℃ 

 
改善前               改善後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ボイラ給水量は同じで、ガス使用量は 8.3%減少した。 

評価・解説 ボイラ空燃比の改善により、燃料消費量を 8%削減した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-11 
チューニング項目 冷水出口温度設定の変更 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：30,203m2 建物規模：B1F～16F 

用途：事務所  竣工：1989 年 6 月 
熱源設備：ガス焚き冷温水機＋ターボ冷凍機 

対象設備 空調機 
チューニング内容 冷水出口温度設定７℃でガス消費量を測定後、冷却水温度を固定したままで、

冷水出口温度設定を 9℃に変更し、ガス消費量の削減効果を確認した。 

実施期間 2004 年 10 月 4 日～10 月 31 日 
結果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

冷水出口温度変更前後における冷温水発生機ガス消費量の時刻変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

冷水温度変更による冷温水発生機ガス消費量（外気エンタルピー基準） 
冷水出口温度設定を 7℃から 9℃に変更することにより、5～15%のガス消費量

削減が確認された。 

評価・解説 冷水出口温度設定を 7℃から 9℃に変更することにより、5～15%の熱源用ガス

消費量を削減した事例 
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省エネチューニング事例シート 

対      象 空調設備 空調-12 
チューニング項目 冷水出口温度設定の変更 
建   物   概   要 所在地：東京都  延床面積：72,600 ㎡ 建物規模：B3F～9F 

用途：物販店舗  竣工：― 
熱源設備：ターボ冷凍機＋炉筒煙管ボイラ 

対   象   設   備 熱源 
チューニング内容 ターボ冷凍機の冷却水温度を現状のままで，ターボ冷凍機の冷水温度を現状

(7℃)および+2℃（9℃，2 モード）に変更して運転し，現状設定時及び変更設

定時のそれぞれの段階の電力消費量及び冷水温度差を計測して成績係数

（COP）の差異を算出した。 
実   施   期   間 2005 年(平成 17 年)10 月 18 日～11 月 1 日 
結      果 冷凍機の最大 COP は冷凍機負荷率 80％の時で，7℃設定時 5.27，9℃設定時

5.69 であった。冷凍機負荷率 80％時の COP 向上効果は 8.1％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価・解説 冷水出口温度設定を 7℃から 9℃に変更することにより，8%の成績係数向上を

実施した事例 
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省エネチューニング事例シート 

対象 空調設備 空調-13 
チューニング項目 冷水出口温度設定の変更 
建物概要 所在地：神奈川県  延床面積：26,228m2 建物規模：B2F～16F 

用途：事務所  竣工：― 
熱源設備：直焚吸収式冷温水機 

対象設備 冷凍機 
チューニング内容 直焚吸収式冷温水機の冷水出口温度を 8℃の場合と 11℃の場合とでそれぞれ成

績係数(COP)を計測し、冷水出口温度変更時の省エネルギー量を検証した。 

実施期間 2005 年 10 月 4 日～2005 年 10 月 5 日 
結果 平均外気エンタルピ(56.1kJ／kg)時の COP は、設定 11℃の場合で 0.746、8℃の場

合で 0.601 であり、温度を変更することにより COP が約 0.15 上昇した。COP の

向上率は約 21%となった。 
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評価・解説 冷水出口温度設定を 8℃から 11℃に変更することにより、21%の成績係数向上

を実施した事例 
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省エネチューニング事例シート 

対      象 空調設備 空調-14 
チューニング項目 温水出口温度設定の変更 
建   物   概   要 所在地：神奈川県  延床面積：26,228 ㎡ 建物規模：B2F～16F 

用途：事務所  竣工：1996 年 6 月 
熱源設備：冷温水発生機 

対   象   設   備 熱源 
チューニング内容 温水取出し温度を変更することによる冬期の熱エネルギー削減効果について検

討を行うため，温水ポンプ停止時と、温水 45℃，55℃取出し時のガス消費量を

比較した。 

実   施   期   間 2004 年(平成 16 年)11 月 29 日～12 月 3 日, 12 月 6 日～12 月 10 日 
結      果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計測の結果，空調立上げ時間を除いた時間帯において温水温度を 45℃に下げた

方が，期間中の外気エンタルピ範囲において 10～15％程度の省エネが図れる結

果が得られた。 

評価・解説 暖房用温水の出口温度を下げることにより，暖房用熱源消費エネルギーを 10
～15%削減した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-15 
チューニング項目 冷却水温度の設定値変更 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：17,802m2 建物規模：B1F～13F 

用途：事務所  竣工：1997 年 11 月 
熱源設備：ガス焚き冷温水機＋空冷チラー 

対象設備 空調機 
チューニング内容 直焚き吸収式冷温水機の冷却水温度を 28℃から 25℃に変更し、燃料使用量の

比較を行った。 

実施期間 2003 年 10 月 6 日～10 月 16 日 
結果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

吸収冷温水機燃料消費低減率 1%/1℃ 
基準冷却水温度 29℃ 
外気湿球温度 12.4℃ 
部分負荷時の消費エネルギー量は比例と想定 

 
冷却水温度を変更することにより、熱源に使用する燃料は 3%の省エネを達成し

た。但し、冷却塔のファン使用量が増加したため、トータルでのエネルギー使

用量は増加した。 
 

評価・解説 冷水出口温度設定を 28℃から 25℃に変更することにより、3%の熱源用燃料消

費量を削減した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-16 
チューニング項目 効率低下機器の整備・修繕・交換 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：98,000m2 建物規模：B4F～37Ｆ 

用途：ホテル 竣工：1987 年 
熱源設備：地域冷暖房受入 

対象設備 熱源設備 
チューニング内容 空調機の加湿系統や管末トラップおよびそのバイパス弁の劣化に伴う蒸気漏れ

を調査し、劣化しているものの更新をした 

実施期間 2002 年(平成 14 年) 10~11 月 
結果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
空調および厨房系統のトラップ類の更新工事を実施した 
工事日を境に顕著に蒸気使用量が減っている。 
日量約 6,000ｋｇ、年間約 2,190ｔの地域冷暖房からの受け入れ蒸気量を削減で

きた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価・解説 蒸気系統の無駄をＢＥＭＳにて検知し、改善することで蒸気量を 40%削減した

事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-17 
チューニング項目 効率低下機器の整備・修繕・交換 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：33,606m2 建物規模：B3F～14Ｆ 

用途：事務所 竣工：－ 
熱源設備：吸収式冷温水機 

対象設備 熱源設備 
チューニング内容 空調機 18 台のファンベルトを通常のものから省エネルギー型の V ベルトに更

新することで動力の伝達ロスを低減し、電力量を削減した。 

実施期間 2003 年(平成 15 年) 
結果  
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改善前 3,950kWh/月 
改善後 3,799kWh/月 
省エネ率 3.8% 
 

評価・解説 空調機の V ベルトを省エネ型にすることで、ファン動力を 3.8％改善した事例

 



 79

省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-18 
チューニング項目 ポンプの変流量方式の改善 
建物概要 所在地：東京都 延床面積：30,203m2 建物規模：B1F～16F 

用途：事務所ビル  竣工：1989 年 11 月 
熱源設備：ガス焚吸収式冷温水機 

対象設備 二次冷水ポンプ  125φ×100φ×1,360L/m×40m 18.5kW-4 台（計 74kW）

チューニング内容 二次側負荷がほぼ一定の期間に台数制御運転システムの流量検出計器の設定値

を調整し、最適な増減運転を実施した。 
・二次側定格負荷  6,700MJ/h 
・試行時の負荷  約 3,000MJ/h（45%） 
・送水冷水温度 9℃ 

実施期間 2003 年 9 月 29 日(月)～2003 年 10 月 3 日(金) 
結果 調整前はポンプ 3～4 台運転 

最終調整後は終日 2～3 台運転 
 
結果的には、25%程度の電力削減が図れた 
 
最大負荷に対する動力と負荷の比率から、

ポンプ動力理論値は 33kW 程度となるが、

チューニング後の値はそれに近くなってい

る。 
 

評価・解説 手動によりこまめに最適運転台数を設定し、自動により台数制御をした時より

ポンプ動力を 25%削減した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-19 
チューニング項目 ポンプの変流量方式の改善 
建物概要 所在地：愛知県  延床面積：－  建物規模：－ 

用途：病院 竣工：－ 
熱源設備：－ 

対象設備 空調設備 
チューニング内容 冷温水 2 次ポンプのインバータ制御を従来の設定圧力一定回転数制御から管路

抵抗特性予測制御に台数制御の制御方式を変更した。 

実施期間 1999 年(平成 11 年) ~2000 年(平成 12 年) 
結果 
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 設定圧力一定回転数制御では、ポンプ軸動力はは流量に比例する。管路抵抗

特性予測制御では、軸動力は(1/2)3＝1/8 となる。今回は、2 次ポンプ年間電力

消費量が実施前は 144MW(推定値)だったのに対し、25.6ＭＷとなった。理論値

より 2.5%削減効果が少ないが最低周波数を 20Hｚ、最低圧力(差圧)を 0.02MＰ

a にしたことと 1 ヶ月ごとの負荷係数を採用したので統計的誤差が発生したた

めと推定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価・解説 管路抵抗特性予測制御の導入によりポンプ台数制御設定を変更し、2 次ポンプ

のエネルギー消費量を 80%削減した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-20 
チューニング項目 ポンプの変流量方式の改善 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：30,203m2 建物規模：B1F～16F 

用途：事務所  竣工：1989 年 6 月 
熱源設備：ガス焚き冷温水機＋ターボ冷凍機 

対象設備 空調機 
チューニング内容 冷水出口温度を固定した状態で冷水 2 次ポンプの流量を変更し、ポンプの運転

台数及び動力の確認を行い、台数制御の効果を確認した。 

実施期間 2003 年 10 月 28 日～10 月 29 日 
結果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
冷水量変化率 100%→68.3% 
電力量変化率 100%→66.3% 
 

評価・解説 ポンプの台数制御による省エネルギーの有効性を確認した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-21 
チューニング項目 冷却水量変更 
建物概要 所在地：東京都  延床面積：30,203m2 建物規模：B1F～16F 

用途：事務所  竣工：1989 年 6 月 
熱源設備：ガス焚き冷温水機＋ターボ冷凍機 

対象設備 空調機 
チューニング内容 冷水出口温度を固定した状態で冷却水量をバルブにて変え、燃料消費量および

冷水温度差を計測し、省エネルギー効果の確認を行った。 

実施期間 2003 年 10 月 29 日～10 月 30 日 
結果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
冷却水量は 86.5%になった場合、ポンプ電力量は 92%となった 

評価・解説 冷却水量の削減によりポンプ電力消費を 8%削減した事例 
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省エネチューニング事例シート 

対      象 空調設備 空調-22 
チューニング項目 VAV 方式の送風温度の変更 
建   物   概   要 所在地：神奈川県  延床面積：35,000 ㎡ 建物規模：B3F～7F 

用途：物販施設  竣工：1993 年 6 月 
熱源設備：冷温水発生機＋ブラインターボ冷凍機 

対   象   設   備 空調機 
チューニング内容 空調機の送風温度設定を 18℃から 17℃，16℃に変更して運転し，それぞれの

空調機消費電力を計測して省エネルギー効果を確認した。 

実   施   期   間 2005 年(平成 17 年)2 月 7 日～2 月 14 日 
結      果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
外気エンタルピ－空調機消費電力（平日）により相関関係を検証すると，平日

では吹出温度を下げると空調機消費電力の削減される傾向が見て取れる。吹出

温度を１℃下げるごとに約 5％の省エネルギー効果があることが判った。 
 

評価・解説 VAV 制御の空調機の吹出し温度を 1℃低下させることにより，空調機ファン動

力を 5%削減した事例 

外気エンタルピ－空調機消費電力（平日）
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省エネチューニング事例シート 
対象 空調設備 空調-23 
チューニング項目 空調設備の間欠運転 
建物概要 所在地：神奈川県  延床面積：61,723m2 建物規模：B2F～5F 

用途：商業施設  竣工：1982 年 10 月 
熱源設備：ガス焚き冷温水機＋ターボ冷凍機 

対象設備 空調機 
チューニング内容 外気冷房時に各階４台の空調機のうち２台の空調機のみの運転による省エネル

ギー運転を行い、その省エネ効果を確認した。 

実施期間 2005 年 2 月 7 日~2005 年 2 月 14 日 
結果 空調機４台／２台運転－時刻別空調機消費電力を検証すると、空調機２台運転

時の空調機消費電力は４台運転時消費電力と比較して、休日で約４３％、平日

で約４５％の省エネルギーが達成できた。 

評価・解説 外気冷房時に、空調機の運転台数を削減することで空調機動力を約４３～４

５％削減した事例。 

 

0

10

20

30

40

50

60

10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00

時刻

消
費
電
力

(
k
W
H
)

空調機４台運転
空調機２台運転
線形 (空調機４台運転)
線形 (空調機２台運転)



 85

 
省エネチューニング事例シート 

対      象 空調設備 空調-24 
チューニング項目 ナイトパージ 
建   物   概   要 所在地：神奈川県  延床面積：28,873 ㎡ 建物規模：B4F～19F 

用途：事務所  竣工：1997 年 12 月 
熱源設備：炉筒煙管ボイラ＋冷温水発生機＋ターボ冷凍機 

対   象   設   備 熱源設備 
チューニング内容 夜間の外気導入（以下ナイトパージとする）による室内冷却の効果について，

室内温湿度の経時的変化を測定し，一般的な事務室における冷却時の温度変化

の傾向を把握した。 

実   施   期   間 2003 年(平成 15 年)11 月 8 日～11 月 17 日 
結      果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今回の測定では，外気温度が約 19℃，室内温度が約 25℃の際に，1 時間送風（約

6 回/h）で約 1℃の温度が低下し，熱全体としては 1 時間の外気導入で 68,000kJ
の熱を放出した。約 15 分間でＯＡ・ＥＡなどの急激な温度変化は終了し，室

内の空気がほぼ入れ替わったと考えられ，以降は徐々に温度が低下していった。

評価 ・解説 ナイトパージの実施により屋内負荷(68,000kJ)を外部に放出した事例 

２回目

終了後

ナイトパージの有無による温度変化の違い
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省エネチューニング事例シート 
対象 換気設備 空調-25 
チューニング

項目 
間欠運転 

建物概要 所在地：神奈川県  延床面積：119,480 m2 建物規模：B2F～34F 
用途：複合ビル  竣工：1994 年 3 月 
熱源設備：DHC 

対象設備 駐車場換気ファン 
チューニング

内容 
駐車場換気ファンの間欠運転スケジュールとして備えている 3 パターンについて、

それぞれファンの積算動力を測定した。 

実施期間 2003 年(平成 15 年)11 月 11 日～2003 年(平成 15 年)11 月 13 日 
結果 モード１(11/13)はモード 3(11/12)に比べて 50%、モード 2(11/11)はモード 3(11/12)

に比べて 30%の動力削減効果があった。 
 

11月11日～13日換気ファン電力量図
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評価・解説 ファンの間欠運転間隔により、ファンの電力消費を 30%~50%削減した事例 

 

モード 1：日積算電力 110ｋWh

モード 2：日積算電力 80ｋWh

モード 3：日積算電力 55ｋWh 
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省エネチューニング事例シート 
対象 衛生設備 衛生-1 
チューニング項

目 
給湯時間と範囲を短縮・制限する 

建物概要 所在地：福岡県  延床面積：60,452ｍ2 建物規模：B2～15F 
用途：事務所  竣工：1988 年 6 月 
熱源設備：ボイラー＋吸収式冷凍機 

対象設備 衛生設備 
チューニング内

容 
ボイラーの運転時間を、従来は 7~17 時だったものを 7~15 時に短縮して省エネを

図った。ボイラー運転をしない時間は、貯湯槽内に溜まっている湯にて給湯を実施

した。 

実施期間 平成 12 年~平成 13 年 
結果 中間期(10 月)における給湯用ボイラーのガス消費量は、以下のようになった。 
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平均値で比較すると 132Nm3/日(約 43%)のガス消費量を削減した。但し、この数

値には他の省エネルギー効果を含まれている(衛生-3 参照)ので、運転時間短縮によ

る省エネルギー効果は約 20%程度となり、運転時間削減量(10 時間→8 時間)とほぼ

一致すると思われる。 

評価・解説 ボイラーの運転時間を短縮することにより、給湯用ガス量を約 20%削減した事例
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省エネチューニング事例シート 

対      象 衛生設備 衛生-2 
チューニング項目 給湯温度を低くする 
建   物   概   要 所在地：東京都  延床面積：465,333 ㎡ 建物規模：－ 

用途：複合ビル  竣工：－ 
熱源設備：－ 

対   象   設   備 給湯 
チューニング内容 館内に循環する給湯温度を 2℃低くすることで，給湯用蒸気の削減を図った。

実   施   期   間 2002 年(平成 14 年) 
結      果 給湯温度の低下により，3％(419t)の給湯用蒸気を削減した。 
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出典：東京都地球温暖化対策結果報告書 

評価 ・解説 給湯温度を低下させることで，蒸気消費量を削減した事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 衛生設備 衛生-3 
チューニング項目 貯湯槽の運転台数の削減 
建物概要 所在地：福岡県  延床面積：60,452ｍ2 建物規模：B2～15F 

用途：事務所  竣工：1988 年 6 月 
熱源設備：ボイラー＋吸収式冷凍機 

対象設備 衛生設備 
チューニング内容 高層階用・低層階用と各々２台の計４台の貯湯槽があったが、各々１台運転と

して給湯用蒸気の使用量を削減した。 

実施期間 平成 12 年~平成 13 年 
結果 
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平均値で比較すると 66Nm3/日(約 21%)のガス消費量を削減した。 

評価・解説 貯湯槽の運転台数を削減することにより、給湯用ガス消費量を約 20%削減した

事例 
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省エネチューニング事例シート 
対象 電気設備 電気-1 
チューニング項目 タイマー・スイッチによる自動点滅 
建物概要 所在地：兵庫県  延床面積：－  建物規模：－ 

用途：事務所 竣工：－ 
熱源設備：－ 

対象設備 電気設備 
チューニング内容 改善前 

警備員による 22 時 40 分と 24 時の巡回時にテナントの退室を確認し、消灯。

24 時の時点で退室されていない場合は、廊下照明は 24 時間点灯していた。 
改善後 
自家警備導入時に、廊下照明制御を警備信号に連動させた。 

実施期間 2001 年(平成 13 年) ~2002 年(平成 14 年) 
結果 
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改善前 21,552ｋＷｈ/月 
改善後 19,788ｋＷｈ/月 
削減量 1,764ｋＷｈ/月 
削減率 8%  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価・解説 タイマー照明の導入により照明エネルギー消費量を 8%改善した事例 
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省エネチューニング事例シート 

対      象 電気設備 電気-2 
チューニング項目 個別スイッチ・人感センサによる点滅 
建   物   概   要 所在地：神奈川県  延床面積：3,877 ㎡ 建物規模：B1F～4F 

用途：事務所  竣工：1966 年 
熱源設備：吸収式冷温水機 

対   象   設   備 照明 
チューニング内容 事務室内の照明器具に人感センサを導入して，人がいないところを自動的に

30%出力に減光することで省エネルギーを図った。 

実   施   期   間 1999 年(平成 11 年)～2000 年(平成 12 年) 
結      果 
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人感センサによる不在検知制御を採用することにより 3％照明電力消費を削減

した。効果が小さい原因としては，不在時に消灯ではなく 30％出力に減光して

いること，人感センサを設置している箇所が事務室部分であり在席率が高いこ

となどが考えられる 
 
 

評価 ・解説 人感センサによる個別点灯の導入によりエネルギー消費量を 3%改善した事例 


